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税務訴訟資料 第２６６号－７６（順号１２８５４） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 更正処分取消等請求事件（第１事件）、平成●●年

（○○）第●●号 徴収処分取消等請求事件（第２事件） 

国側当事者・国（目黒税務署長、東京国税局長） 

平成２８年５月１３日棄却・控訴 

判 決 

原告 甲 

同訴訟代理人弁護士 山下 清兵衛 

同 山下 功一郎 

同 田代 浩誠 

原告補佐人税理士 永田 理絵 

被告 国 

同代表者法務大臣 岩城 光英 

第１事件処分行政庁 目黒税務署長 

訪方 正良 

第２事件処分行政庁 東京国税局長 

藤田 利彦 

両事件被告指定代理人 中野 康典 

同 国府田 隆秀 

第１事件被告指定代理人 長倉 哲也 

同 増永 寛仁 

同 福場 賢 

同 髙橋 直樹 

同 平山 未知留 

第２事件被告指定代理人 横山 克巳 

同 小原 三枝 

同 須波 敏之 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

（第１事件） 

１ 目黒税務署長が平成２５年２月２７日付けで原告に対してした平成２１年分の所得税につい

ての更正処分（以下「本件更正処分１」という。）のうち納付すべき税額１０７８万０７００円

を超える部分及び過少申告加算税の賦課決定処分（以下「本件賦課決定処分１」という。）を取
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り消す。 

２ 目黒税務署長が平成２５年２月２７日付けで原告に対してした平成２２年分の所得税につい

ての更正処分（以下「本件更正処分２」といい、本件更正処分１と併せて「本件各更正処分」

という。）のうち納付すべき税額１０３３万５７００円を超える部分及び過少申告加算税の賦課

決定処分（以下「本件賦課決定処分２」といい、本件各賦課決定処分１と併せて「本件各賦課

決定処分」という。）を取り消す。 

３ 目黒税務署長が平成２５年２月２７日付けで原告に対してした本件更正処分１及び本件賦課

決定処分１がいずれも存在しないことを確認する。 

４ 目黒税務署長が平成２５年２月２７日付けで原告に対してした本件更正処分２及び本件賦課

決定処分２がいずれも存在しないことを確認する。 

（第２事件） 

５ 東京国税局長が平成２５年１１月６日付けで原告に対してした、平成２１年分及び平成２２

年分（以下「本件各係争年分」という。）の所得税についての納税の猶予の不許可処分（以下「本

件不許可処分」という。）を取り消す。 

６ 東京国税局長が平成２５年１１月２１日付けで原告に対してした次の各差押処分（以下「本

件各差押処分」という。）を取り消す。 

（１）別紙１物件目録記載１から３の各土地及び同記載４の建物に対する差押処分 

（２）別紙１物件目録記載５の土地及び同記載６の建物に対する差押処分 

第２ 事案の概要 

 本件は、デンマーク王国（以下「デンマーク」という。）の法人の発行済株式を１００パーセ

ント保有していた原告が、租税特別措置法４０条の４の規定による所得の課税の特例（以下、

この特例による課税の制度を「外国子会社合算税制」という。）が適用されないものとして本件

各係争年分の所得税の確定申告をしたところ、目黒税務署長が、原告の所得について外国子会

社合算税制が適用されることから、同条１項に規定する課税対象留保金額に相当する金額を原

告の雑所得に算入すべきであるとして、本件各更正処分及び本件各賦課決定処分（以下、併せ

て「本件各処分」という。）をしたため、原告が、本件各更正処分の一部及び本件各賦課決定処

分の取消しを求めるとともに、本件各処分がいずれも存在しないことの確認を求め（第１事件）、

また、原告が本件各処分に基づく納税の猶予を申請したところ、東京国税局がこれを許可しな

い旨の本件不許可処分をし、さらに、東京国税局が徴税手続として本件各差押処分をしたこと

から、本件不許可処分及び本件各差押処分（以下、併せて「本件各徴収処分」という。）の取消

しを求める（第２事件）事案である。 

１ 関係法令の定め 

 関係法令は、別紙２関係法令の定め記載のとおりである。 

２ 前提事実（争いのない事実、顕著な事実、掲記の証拠及び弁論の全趣旨により容易に認めら

れる事実） 

（１）関係会社について 

ア Ａ有限責任会社（Ａ。なお、２００８年（平成２０年）２月１９日、商号をＢ有限責任

会社（Ｂ）から変更した。以下、商号変更の前後を通じ、「Ａ社」という。）は、デンマー

クに本店を有し、通商産業等を目的として、原告により設立された有限責任会社である（乙

Ａ１０）。 
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 原告は、Ａ社の設立から解散までの間、その発行済株式の全てを保有していた。 

イ（ア）Ｃ（以下「Ｃ社」という。）は、デンマークに本店を有し、旅行業を目的として設立

された株式会社である。 

 Ａ社は、平成２０年１月１日から同年１２月３１日を期間とする事業年度（以下「平

成２０年１２月期」という。）の開始時において、Ｃ社の発行済株式の全てを保有して

いた。 

（イ）Ｅ（２００９年（平成２１年）２月５日、商号をＦに変更した。以下、商号変更の

前後を通じ、「Ｇ社」という。）は、デンマークに本店を有し、運送業を目的として設

立された株式会社である。 

 Ａ社は、平成２０年１２月期の開始時において、Ｇ社の発行済株式の５０パーセン

トに相当する株式を保有していた。 

（ウ）Ｈ（以下「Ｈ社」という。）は、デンマークに本店を有し、通商、輸出入及び融資を

目的として設立された株会社である。 

 Ａ社は、平成２０年１２月期の開始時において、Ｈ社の発行済株式の全てを保有し

ていた。 

（２）原告及びＡ社の活動状況等 

ア 原告は、昭和●年（●年）、日本で出生した。 

イ 原告は、昭和●年（●年）、●歳のときに日本を出国し、スウェーデン王国に移住した。 

ウ 原告は、１９７２年（昭和４７年）、スウェーデン王国の国籍を有する乙とともにＣ社を

設立した。 

エ 原告は、１９７５年（昭和５０年）、デンマークに移住した。 

オ 原告は、１９８７年（昭和６２年）、デンマークにおいて、Ａ社を設立した。同社は、当

時、ログハウスの輸入代行業をしていた。 

カ 原告は、１９９９年（平成１１年）、乙の引退に伴い、Ｃ社の発行済株式のほぼ１００パ

ーセントに相当する株式を取得し、その後、株式交換により、Ａ社がＣ社の親会社となっ

た。 

キ 原告は、２０００年（平成１２年）、デンマークを出国して、グレートブリテン及び北部

アイルランド連合王国（以下「英国」という。）に移住した。 

 なお、当時、デンマークにおいては、同国に居住する者が出国する際、出国直前に株式

等を譲渡したものとみなして、これを時価評価して課税をする「出国税」（制限出国税）が

採用されていたところ、原告は、同国を出国したことによって、課税標準（Ａ社の株式の

含み益）である２６９２万２９９１デンマーク・クローネ（以下「ＤＫＫ」という。）に税

率４０パーセントを乗じた１０７６万９１９６ＤＫＫを、デンマークに対する出国税の債

務として負担することとなった（甲Ａ１１、乙Ａ２１）。 

ク 原告は、２００２年（平成１４年）、ハンガリーに移住した。 

ケ Ａ社は、２００８年（平成２０年）１月２２日、日本において、株式会社Ｉの子会社で

あるＪ（以下「Ｊ社」という。）との間で、Ａ社の所有するＣ社の発行済株式（額面総額１

０００万ＤＫＫ。以下「本件譲渡株式」という。）の全てを１億２５００万ＤＫＫで譲渡す

る旨の契約（以下「本件株式譲渡契約」という。）を締結し、同月３１日、本件譲渡株式の

８０パーセントに相当する株式をＪ社に譲渡し、同社から本件譲渡株式の譲渡価額（１億
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２５００万ＤＫＫ）から繰延支払額（４７００万ＤＫＫ）を控除した７８００万ＤＫＫの

支払を受けた（乙Ａ１３の１）。 

コ 原告は、平成２０年２月１日、日本に入国し、東京都港区に居住した。 

サ Ａ社は、Ｇ社の発行済株式の５０パーセントに相当する株式を保有していたところ、２

００９年（平成２１年）８月１日、残りの５０パーセントに相当する株式を取得したこと

により、Ｇ社の完全親会社となった。 

シ Ａ社は、Ｊ社との間で、２０１０年（平成２２年）３月３０日、本件株式譲渡契約及び

同日に締結した本件譲渡株式に係る譲渡契約に基づき、Ｊ社に対して本件譲渡株式の２０

パーセントに相当する株式を譲渡するとともに、同社から３８１０万９７５６ＤＫＫの支

払を受けた（乙Ａ１３の２）。 

ス Ｈ社は、２０１０年（平成２２年）９月●日、Ａ社に吸収合併された後、解散した。 

セ 原告は、２０１１年（平成２３年）１１月４日、デンマークに対し、出国税の残額分７

９４万９１９６ＤＫＫ（その余の部分は別途納付済みと扱われた。）を納付した。 

ソ 原告は、平成２３年１０月２日、日本を出国し、英国に移住した。 

タ Ａ社は、２０１１年（平成２３年）１１月●日、解散した（乙Ａ１０）。 

チ 原告は、２０１４年（平成２６年）、マレーシアに移住した。 

（３）Ａ社の租税の負担割合について 

 デンマークにおいて、Ａ社に適用される法人税率は２５パーセントであり、株式の譲渡益

については原則として非課税とされる。その結果、租特法施行令２５条の１９第２項（平成

２２年政令第５８条による改正前のもの）の規定に従って計算したＡ社の所得に対して課さ

れる租税の負担割合は、平成２０年１２月期において２．０パーセント、平成２１年１月１

日から同年１２月３１日を期間とする事業年度（以下「平成２１年１２月期」といい、平成

２０年１２月期と併せて「本件各事業年度」という。）において０パーセントであった（甲Ａ

２、甲Ａ１５の１の１、乙Ａ３、４、１２、１６）。 

（４）本件訴えの提起に至る経緯 

ア（ア）原告は、法定申告期限までに、目黒税務署長に対し、別表１の「確定申告」欄に記

載のとおり、平成２１年分の所得税に係る確定申告をした（乙Ａ１。以下、当該確定

申告に係る確定申告書（乙Ａ１）を「平成２１年分確定申告書」という。）。 

（イ）原告は、法定申告期限までに、目黒税務署長に対し、別表２の「確定申告」欄に記

載のとおり、平成２２年分の所得税に係る確定申告をした（乙Ａ２。以下、当該確定

申告に係る確定申告書（乙Ａ２）を「平成２２年分確定申告書」といい、平成２１年

分確定申告書と併せて「本件各確定申告書」という。）。 

（ウ）本件各確定申告書のいずれにおいても、措置法４０条の４第３項又は第４項の規定

の適用がある旨を記載した書面（以下「適用除外記載書面」という。）が添付されてい

なかった（同条６項）。 

イ（ア）東京国税局課税第一部資料調査第四課の主査丙（以下「丙主査」という。）は、平成

２４年９月１２日付けで、本件各確定申告書等に税理士欄に記載のあった税理士丁（以

下「丁税理士」という。）を通じ、原告に対して質問し、書類の提出等を依頼した。 

（イ）丙主査、東京国税局課税第一部資料調査第四課の戊国税実査官及びＫ国税実査官（以

下、３名を併せて「本件調査担当者ら」という。）は、平成２４年１０月３０日、同年



5 

１１月１３日、同月１５日、同月２１日、同年１２月１９日、同月２０日及び平成２

５年１月１７日に、原告と面談するなどして、原告の所得税に関する調査（以下「本

件調査」という。）をした。 

ウ（ア）目黒税務署長は、平成２５年２月２７日、原告に対し、別表１、２の「更正処分等」

欄記載のとおり、本件各処分をした。 

（イ）原告は、平成２５年３月２２日、東京国税局長に対し、別表１、２の「異議申立て」

欄記載のとおり、本件各処分について異議申立てをした。 

（ウ）東京国税局長は、平成２５年６月１９日、前記（イ）の異議申立てを棄却する旨の

決定をした。 

（エ）原告は、平成２５年７月１１日、国税不服審判所長に対し、本件各処分について審

査請求をした。 

（オ）国税不服審判所長は、平成２６年７月１日、前記（エ）の審査請求を棄却する旨の

裁決をした。 

エ（ア）原告は、平成２５年３月２２日、目黒税務署長に対し、本件各係争年分の所得税の

本税及び過少申告加算税（以下、併せて「本件所得税等」という。）の納税の猶予を申

請した（以下、この申請を「本件猶予申請」という。）（甲Ｂ１の１）。 

（イ）東京国税局長は、平成２５年３月２６日、本件所得税等について、国税通則法４３

条３項の規定に基づき、目黒税務署長から徴収の引継ぎを受けた。 

（ウ）東京国税局長は、平成２５年１１月６日、原告に対し、本件猶予申請に係る納税の

猶予を認めない旨の処分（本件不許可処分）をした。 

（エ）原告は、平成２５年１２月２９日、東京国税局長に対し、本件不許可処分について

異議申立てをしたところ、東京国税局長は、平成２６年２月７日、同異議申立てを棄

却する旨の決定をした（甲Ｂ２の１、２の２）。 

（オ）原告は、平成２６年２月１９日、国税不服審判所長に対し、本件不許可処分につい

て審査請求をした（甲Ｂ３）。 

（カ）東京国税局長は、平成２５年１１月２１日、原告に対し、本件各差押処分をした（甲

Ｂ４の１、４の２）。 

（キ）原告は、平成２６年１月６日、東京国税局長に対し、本件各差押処分について異議

申立てをしたところ、東京国税局長は、同年２月７日、当該異議申立てを棄却する旨

の決定をした（甲Ｂ５の１、５の２）。 

（ク）原告は、平成２６年２月２０日、国税不服審判所長に対し、本件各差押処分につい

て審査請求をした（甲Ｂ６）。 

（ケ）国税不服審判所長は、平成２６年９月３日、前記（オ）及び（ク）の各審査請求を

いずれも棄却する旨の裁決をした（甲Ｂ７）。 

オ（ア）原告は、平成２６年１０月１０日、第１事件に係る訴えを提起した（当裁判所に顕

著な事実） 

（イ）原告は、平成２７年２月２４日、第２事件に係る訴えを提起した（当裁判所に顕著

な事実）。 

（ウ）当裁判所は、平成２７年４月１７日の本件口頭弁論期日において、第１事件に第２

事件を併合する旨の決定をした（当裁判所に顕著な事実）。 
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３ 本件各処分の根拠及び適法性に関する当事者の主張 

 本件各処分の根拠及び適法性に関する被告の主張は、後記５において述べるほか、別紙３の

本件各処分の根拠及び適法性に記載のとおりである。 

４ 争点 

（１）原告の本件各係争年分の所得税の額の計算上、措置法４０条の４第１項の規定が適用され

るか 

（２）原告の本件各係争年分の所得税の額の計算上、措置法４０条の４第４項の規定（以下「適

用除外規定」という。）が適用されるか 

（３）本件調査は不存在であり、これを前提とする本件各処分も不存在であったといえるか 

（４）本件各徴収処分は適法であるか 

５ 争点に対する当事者の主張 

（１）争点（１）（原告の本件各係争年分の所得税の額の計算上、措置法４０条の４第１項の規定

が適用されるか）について 

（被告の主張の要旨） 

ア 次のとおり、Ａ社の本件各事業年度に係る原告の課税対象留保金額は、原告の本件各係

争年分の雑所得の金額の計算上、総収入金額に算入されることとなるのであるから、本件

各処分が適法であることは明らかである。 

（ア）本件各事業年度において、居住者である原告は、外国関係会社であるＡ社の株式を５

パーセント以上保有していたことから、措置法４０条の４第１項１号に規定する居住者

に該当していた。 

（イ）本件各事業年度において、外国関係会社であるＡ社は、本件各事業年度における租税

負担割合が２５パーセント以下であることから、措置法４０条の４第１項に規定する特

定外国子会社等に該当していた。 

（ウ）本件各事業年度において、特定外国子会社等であるＡ社は、措置法４０条の４第１項

に規定する適用対象留保金額を有していた。 

（エ）原告は、本件各確定申告書を提出する際、Ａ社の本件各事業年度における適用対象留

保金額について、適用除外記載書面の添付をしておらず、また、Ａ社の本件各事業年度

における主たる事業は、措置法４０条の４第３項に規定する株式等の保有等であったこ

とから、いずれにしても、当該適用対象留保金額について適用除外規定（同条４項）の

適用は認められない。 

（オ）原告は、Ａ社の株式を全て保有しており、本件各事業年度における原告の措置法４０

条の４第１項に規定する課税対象留保金額に相当する金額は、平成２０年１２月期が５

５４８万８４９１ＤＫＫ、平成２１年１２月期が６２４万７２６７ＤＫＫであることか

ら、課税対象留保金額に相当する金額は、同項の規定により、原告の雑所得に係る収入

金額とみなして本件各事業年度終了の日の翌日から２月を経過する日の属する年分であ

る本件各係争年分の雑所得の金額の計算上、総収入金額に算入される。 

イ 外国子会社合算税制は、我が国の経済の国際化に伴い、子会社等を軽課税国に設立し、

これを利用して税負担の不当な軽減を図る事例が見受けられたために、税負担の公平の見

地からこれを防止することを目的として設けられたものであって、同規定では、特定外国

子会社等が独立企業としての実体を備え、かつ、その所在地国で事業活動を行うことにつ
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き十分な経済合理性があると認められる等一定の要件に該当する場合には、その特定外国

子会社等の適用対象留保金額について、適用除外とすることを明らかにしている。 

 そして、この点について、いわゆるタックス・ヘイブンを利用する租税回避について税

負担の公平の見地からこれを防止すべきであるとの趣旨は、我が国の居住者が軽課税国に

子会社等を設立した場合のみならず、非居住者が軽課税国に子会社等を設立した後に我が

国の課税権の及ぶところとなった場合も等しく妥当するものであって、居住者となった時

期と子会社等を設立した時期の先後を問わないものである。 

 そこで、措置法は、外国子会社合算税制の規定の適用対象となる居住者については、そ

の者に係る外国関係会社の各事業年度の終了の時において措置法４０条の４第１項１号及

び２号に掲げた要件に該当する者と規定するのみで（措置法施行令２５条の２４第１項）、

居住者となった時期については何ら限定をせず、我が国内に住所を有し、又は現在まで引

き続いて１年以上居所を有する個人（所得税法２条１項３号）をすべからくその対象とし

ている。 

 その上で、措置法は、外国子会社合算税制を適用しない経済的合理性が認められる場合

として、特定外国子会社等が、①株式の保有等を主たる事業とするものではなく（事業基

準）、②本店又は主たる事務所の所在する国又は地域において、主たる事業を行うのに必要

な事務所、店舗、工場その他の固定施設を有し（実体基準）、③その事業の管理・支配及び

運営を自ら行っており（管理支配基準）、④その行う主たる事業が業種に応じて非関連者基

準又は所在地国基準を満たす場合をいうとし、特定外国子会社等がこれら４つの基準を全

て満たすときには、特定外国子会社等の各事業年度における適用対象留保金額に対して外

国子会社合算税制は適用されないとしている。 

 このような措置法の規定ぶりからすれば、措置法は、外国子会社合算税制について、同

法４０条の４第１項１号及び２号に該当する居住者のうち、同条第４項の規定の定める要

件（以下「適用除外要件」という。）を満たす居住者についてのみ、その適用を除外すると

いう法制度を採用したことは明らかというべきである。 

ウ そして、租税法規は、多数の納税者間の税負担の公平を図る観点から、法的安定性の要

請が強く働くから、その解釈は、原則として文理解釈によるべきであり、文理解釈によっ

ては規定の意味内容を明らかにすることが困難な場合にはじめて、規定の趣旨・目的に照

らしてその意味内容を明らかにする目的的解釈が行われるべきであって、みだりに拡張解

釈や類推解釈を行うべきではない。 

エ また、納税義務は、法律の定める課税要件の充足によって成立し、納税義務の内容は、

専ら法律の規定によって定まるものであって、当事者の意思によって左右されるべきもの

ではないから、明文の規定がないにもかかわらず、当事者の意思や意図といった当事者の

主観的事情によって納税義務の内容等を左右することは許されない。 

オ そうすると、原告について、後記（２）（被告の主張の要旨）のとおり、適用除外規定の

適用が認められない以上、外国子会社合算税制の適用を否定する理由は何ら認められない

のであるから、原告について外国子会社合算税制の適用があることを前提とした本件各処

分は適法である。 

カ 外国子会社合算税制が適用されるか否かの判断に当たって、対象となる者が保有する特

定外国子会社等に係る株式に係る租税について、何らかの調整を加えるなどの規定、例え
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ば出国税などの、特定外国子会社等の各事業年度における租税負担割合の計算上、同社の

株主が負担した租税を考慮する等の規定は存しない。 

 したがって、外国子会社合算税制について、適用対象となる個人が保有する特定外国子

会社等に係る株式に関して国外において出国税を課されていたとしても、そのことは外国

子会社合算税制が適用されるか否かの判断に何ら影響を与えることはない。 

（原告の主張の要旨） 

ア（ア）外国子会社合算税制は、基本的に国際的な租税回避を防あつするために導入された

税制である。具体的には、居住者又は内国法人が軽課税国に子会社を設立し、そこに

所得を留保して配当しないことにより、課税時期を遅らせる（課税繰延べ）などの租

税回避行為が可能となるから、このような租税回避を防ぐことがその趣旨である。 

 そして、学説、判例は、納税者の権利侵害の方向での縮小解釈ないし限定解釈を認

めているのであるから、納税者の有利な方向で規定の縮小解釈ないし限定解釈をして、

権利を侵害する規範の適用を否定することができるにもかかわらず、それを排除する

ということはあり得ない。このことは、縮小解釈ないし限定解釈をしない限り、規定

の立法の趣旨に明らかに反することとなる場合は、なおのこと当然である。 

 措置法４０条の４の規定を形式的に読む限り、特定外国子会社等に該当すれば、適

用除外要件を全て満たさない限り、外国子会社合算税制の適用があるように読める。

しかしながら、同規定の立法者の意思は、そのような形式的・硬直的なものではない。 

 そして、本来、日本国に対する納税義務がない主体が、海外で設立した会社で上げ

た利益を留保し、その後、日本国の居住者となった場合には、外国子会社合算税制が

予定する時系列とは時間的な順序において齟齬があることから、このような場合に、

形式的に要件を満たしたというだけの理由によって、外国子会社合算税制を適用して

課税するのは、措置法４０条の４の立法の趣旨を理解せず、その解釈・適用を誤った

もので、違法であり、取り消されなければならない。 

（イ）本件の場合、原告は、４２年の長期にわたってヨーロッパの居住者であった。原告

がＣ社を設立したのは、１９７２年（昭和４７年）であって、日本において外国子会

社合算税制が導入された昭和５３年よりもはるかに前である。また、原告がＡ社を設

立したのは、１９８７年（昭和６２年）であって、軽課税国でなくとも外国子会社合

算税制が適用されるよう抜本的な法改正がされた平成４年（１９９２年）よりも前で

ある。そして、原告は、当時、デンマークの居住者であり、デンマークに会社を設立

し、デンマークを中心に、Ｃ社の現地法人を設立しながら、北欧・ヨーロッパ全域へ

とビジネスを拡大していったのであって、原告、Ｃ社及びＡ社に日本の課税権が及ぶ

ことはなかったのである。原告は、日本国の租税負担を回避する必要はなく、租税回

避のためにＣ社及びＡ社を設立したわけではない。 

 また、原告が設立したデンマークの会社における利益の発生は、原告が日本国の居

住者となる以前に完了しており、当該利益をデンマークの会社に留保しているという

状況であったところ、それ以後に、原告は、２年という短期間のみ日本の居住者の地

位を取得することとなった。 

 このように、たまたま日本の居住者となった原告に対し、それ以前に非居住者とし

てデンマークで上げた利益を、デンマークの法人に留保しているからという理由で、
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硬直的・形式的に外国子会社合算税制を適用するのは、措置法の趣旨を考慮しないも

のといわなければならないから、原告については、措置法４０条の４第１項の規定が

適用される理由はない。 

イ Ａ社がＣ社の株式を譲渡した譲渡益は、デンマークの租税法においては表面上非課税で

あるようにみえる。しかしながら、原告は、デンマークから出国するに際して、Ａ社の株

式の未実現の譲渡益（含み益）に対して出国税（４０パーセント）が課されており、その

納付すべき税額の全額をデンマークに対して納付している。 

 このように、Ａ社の所得について、原告がデンマークにおいて既に出国税という形で租

税負担をしているのであるから、日本で措置法４０条の４第１項の規定が適用された場合、

基本的には同じ納税義務者（原告）が同じ課税標準（Ａ社の留保所得金額であるＡ社の株

式の譲渡による譲渡益）に対して２回課税を受けることになり、二重課税となる。これを

避けるためには、課税要件事実の観点から、本件に措置法４０条の４第１項の規定が適用

されるべきか否かが問われなければならない。 

（２）争点（２）（原告の本件各係争年分の所得税の額の計算上、適用除外規定が適用されるか）

について 

（被告の主張の要旨） 

ア 居住者に係る特定外国子会社等の該当する事業年度における適用対象留保金額について、

適用除外規定の適用を受けるためには、手続要件として、確定申告書に当該規定の適用が

ある旨を記載した書面（以下「適用除外記載書面」という。）を添付し、かつ、その適用が

あることを明らかにする書類その他の資料を保存しなければならないと明文で規定されて

いる（措置法４０条の４第６項）。これは、適用除外要件の適用を受けることについて納税

者の意思を明らかにさせるとともに、その根拠となる資料を保存させることで、課税庁が

適用除外規定を適正かつ迅速に判断できるようにするために設けられた規定であるから、

確定申告書への適用除外記載書面の添付等が、措置法４０条の４第３項又は第４項を適用

するための要件となっている。 

 この点、原告は、本件各確定申告書を提出する際、Ａ社の本件各事業年度における適用

対象留保金額について、同項に規定する適用除外記載書面の添付をしておらず、手続要件

（措置法４０条の４第６項）を満たしていないのは明らかであるから、Ａ社の行う主たる

事業が何であるかに関係なく、同社の本件各事業年度における適用対象留保金額に対して、

適用除外規定は適用されない。 

イ 前記アの点をひとまずおくとしても、以下に述べるとおり、Ａ社の本件各事業年度にお

ける主たる事業は、措置法４０条の４第３項にいう「株式等の保有等」であると認められ

るから、原告について適用除外要件のうちの事業基準を満たしているとはいえない。 

（ア）特定外国子会社等が複数の事業を営む場合、そのいずれの事業が「主たる事業」であ

るかは、事業年度ごとにおける事業活動の具体的かつ客観的な内容から判定するほかな

いというべきであって、当該特定外国子会社等における、それぞれの事業活動の客観的

な結果として得られた収入金額又は所得金額、それぞれの事業活動に要する使用人の数、

事務所、店舗、工場その他の固定施設の状況等の具体的かつ客観的な事業活動の内容を

総合的に勘案して判定すべきである。 

（イ）Ａ社が平成２０年１２月期及び平成２１年１２月期の各期に営んでいた複数の事業の
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うち、いずれが主たる事業に該当するのかを判断する必要があるところ、Ａ社の本件各

事業年度の事業について、Ａ社の収益の合計額に占める「株式の保有」に係る収益の合

計額の割合は、平成２０年１２月期が９４．５パーセント、平成２１年１２月期が８８．

４パーセントと圧倒的に高いことが認められる一方で、使用人や固定施設その他の状況

の判定要素が、収入金額や所得金額などの金銭的な規模を示す要素と同程度又はそれよ

りも重要であることを的確に示す客観的な証拠がないことからすると、本件各事業年度

におけるＡ社の主たる事業は、「株式等の保有等」であると判断することができる。 

（原告の主張の要旨） 

ア 適用除外要件は、①事業基準、②実態基準、③管理支配基準及び④非関連者基準又は所

在地国基準の４つであり、本件において問題となるのは、①の事業基準、すなわち、Ａ社

が株式の保有を主たる事業とするものか否かの判断である。 

イ 株式の保有が事業であるというケースは、配当や譲渡益という資産性所得を得ることを

目的とする株式の保有、すなわち証券投資である。 

 これに対し、Ａ社がＣ社の株式を保有していたのは、現地法人の形態をとって、北欧か

ら欧州全域に事業を拡張し、かつ各現地法人に自律的に事業を展開させるためであり、実

際、Ａ社は、配当を受領することは例外的であり、株式を譲渡して譲渡益を得たこともな

かった。このような直接投資のケースにおける株式の保有は、措置法４０条の４における

証券投資を意味する株式保有と同列に論じることはできない。 

ウ Ａ社は、株式の保有は主たる事業ではなかった。Ａ社がＣ社の株式を保有していたのは、

２００８年（平成２０年）においては、１月初めの２２日間にすぎず、しかも実質的な譲

渡は２００７年中に済んでおり、２００８年における２２日間の保有は契約調印日の遅れ

に伴う形式的なものにすぎなかった。 

 また、Ａ社の主たる事業は、２００８年（平成２０年）においては、子会社でありバス

運行会社であるＧ社の実質上の運営であり、このための従業員も３人いた。 

エ なお、原告に外国子会社合算税制の適用がない以上、適用除外記載書面を添付しないの

は当然である。 

（３）争点（３）（本件調査は不存在であり、これを前提とする本件各処分も不存在であったとい

えるか）について 

（被告の主張の要旨） 

ア 国税局の職員である本件調査担当者らは、本件各係争年分の納税義務者である原告の所

得税について、所得税法２３４条１項の規定に基づき本件調査を行い、目黒税務署長は、

本件調査で把握された事実を措置法４０条の４各項の規定に当てはめて、本件各処分をし

た。 

イ ところで、所得税の調査に係る質問検査権（所得税法２３４条）における質問検査の範

囲、程度、時期、場所等の実定法上特段の定めのない実施の細目については、質問検査の

必要があり、かつ、これと相手方の私的利益との衡量において社会通念上相当な限度にと

どまるかぎり、権限ある税務職員の合理的な選択に委ねられている（最高裁判所昭和４８

年７月１０日第三小法廷決定・刑集２７巻７号１２０５頁）。 

 しかるに、本件調査担当者らは、原告の来日等の日程に合わせ、原告の予定や利便性な

どにも配慮して、本件調査に係る質問検査の時期、程度、場所等を合理的に選択したもの
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である。 

 また、本件調査に係る調査担当者作成の調査報告書や聴取書は、その作成時期や作成過

程に何らの瑕疵もなく適法に作成されているのであり、また、その記載内容も、関係する

その他の証拠とも符合しており、高い信用性が認められる。 

ウ（ア）そもそも、更正処分等の課税処分について、調査手続の単なる瑕疵は当該処分の適

否には直接影響を及ぼさず、その手続が全く同意なく行われる等刑罰法規に触れ（あ

るいはこれとほぼ匹敵するような事情の存在が認められ）、公序良俗に反し又は社会通

念上相当の限度を超えて濫用にわたる等重大な違法を帯びるような場合に限り当該課

税処分の取消原因となると解するのが相当である。 

（イ）本件調査担当者らは、本件調査の着手後、本件各処分が行われるまでの間に、原告

やＬ公認会計士（以下「Ｌ会計士」という。）と面談するとともに、Ａ社に係る適用対

象留保金額の算定や同金額が外国子会社合算税制の課税要件を満たすか否かの判断に

必要な本件各処分の前提となる事実に関する各種資料を適法に収集しており、何らの

調査なしに本件各処分をしたわけではない。 

（ウ）本件調査担当者らが作成した「調査報告書」（以下「本件調査報告書」という。）は、

調査における応答内容等について、調査担当者が調査対象者との面談時に記録したメ

モ等に基づき、調査の目的、調査方法、調査結果、応答記録などを記載し、その内容

を所属長に報告するものであって、本件調査報告書に記載された「応答記録」の内容

を、調査当日又は後日に調査対象者に読み聞かせるものではないし、仮に記載された

内容が事実と異なったとしても、そのことが直ちに調査の違法を基礎付けるものでは

ない。 

（エ）本件調査担当者らは、原告から聴取した内容を基に手書きで聴取書（乙Ａ９。以下

「本件聴取書」という。）を作成して、原告及び丁税理士に対してその場でその記載内

容の確認を依頼し、その際、原告は、本件聴取書に自らが申述した内容が記載されて

いることを確認し、回答内容を訂正した上で署名及び押印を行っているのであるから、

本件調査担当者らが、本件聴取書をねつ造したり、原告の理解が不十分なまま強圧的

に了承させたりしたものでないことは明らかである。 

（オ）本件では、税理士法人である丁会計事務所から本件調査に係る税理士法３０条及び

４８条の１６に規定する書面（税理士法施行規則１５条に規定する税務代理権限証書

を指す。以下「税務代理権限証書」という。）が提出されていないが、原告は、本件調

査担当者らとの面談や書類のやり取りなどの本件調査に関する税務代理について、税

理士法人である丁会計事務所（その社員である丁税理士）に委任していたと認められ

るものであり、また、税理士等が税務代理権限証書を税務官公署に提出していなかっ

た場合でも、当該税理士等の代理・代行行為は有効であるから、本件調査に係る税務

代理権限証書の提出がなかったことが丁会計事務所の代理・代行行為に何ら影響を及

ぼすものでもない。 

（カ）したがって、本件調査には、重大かつ明白な瑕疵はもとより、本件各処分の取消原

因となるような事情あるいは本件調査が不存在であると評価される事情は何ら存在し

ないことが明らかである。 

（原告の主張の要旨） 
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ア 調査手続が刑罰法規に触れ、公序良俗に反し又は社会通念上相当の限度を超えて濫用に

わたる等重大な違法を帯び、何らの調査なしに更正処分をしたに等しいものと評価を受け

る場合には、当該処分の取消原因となる。 

イ（ア）丙主査は、原告が日本の租税法について不案内であることに付け込んで、誤導尋問

をし、また、十分に読み聞かせる時間すら与えずに、本件聴取書への署名押印を強制

した。 

 本件調査担当者らが作成した本件調査報告書には、事実に反するねつ造やわい曲が

あって、原告の知悉しないことまで書き込んであった。具体的には次のとおりである。 

ａ Ｃ社はフィンランドに設立されていたものを買い取ったとの記載 

ｂ Ｃ社がバス会社であるとの記載 

ｃ Ａ社には、原告以外に従業員がいないという記載 

ｄ 原告がブダペストの住居を所有して売却したとの記載（そもそも賃借であるから

売却はあり得ない。） 

ｅ 原告の母親の管轄税務署が北沢税務署であったとの記載（原告は、北沢税務署と

いう税務署があることすら知らなかった。） 

 このうち、特にａのＣ社の事実関係に関しては、外国子会社合算税制の適用の核心

的な部分であるにもかかわらず、過誤を犯している。これは、本件担当官において、

調査の基本ができていないことの証である。 

 また、ｅについては、そもそも、本件調査に際して話題に上ったことがないから、

この部分は、丙主査による虚偽公文書作成の構成要件該当性を示す端的な証拠である。 

（イ）本件調査報告書（乙Ａ８の１、８の２）には、Ｍの名前が「Ｎ」と記載され、Ｏを

「Ｐ」などと記載されている。十分に読み聞かせていれば、このようなミスが残るは

ずがない。 

（ウ）丙主査は、税務代理権限を有しない丁税理士を同席させた。そして、丙主査は、本

件各処分がされた後で税務代理権限証書が提出されていないことに気が付くと、慌て

て同税理士の事務所に対し税務代理権限証書の提出を執拗に求めて、手続上の問題を

取り繕うことを図ったものの、失敗した。 

（エ）丙主査は、デンマークから説明のために日本に来たＬ会計士から同国の出国税につ

いて解説を受けたものの、語学力の不足によりその内容を理解することができなかっ

た。 

（オ）丙主査は、本件各処分がされた後になって、原告が丙主査に対して提出する予定で

ある旨主張していた事実関係を証する書面（Ａ社とＧ社との間の契約書）が見付かっ

たか否かの確認の連絡をしている。 

 課税処分は、課税要件を満たす事実がなければされないものであるところ、丙主査

はこの事実の有無について確認をしなかったのであるから、これは何らの調査なしに

更正処分をしたに等しいと評価できる。 

ウ 本件調査担当者らの前記の各行為は、公序良俗に反し又は社会通念上相当の限度を超え

て濫用にわたる等重大な違法を帯びるものである。そうすると、本件調査は到底調査と呼

べる代物ではなく、存在しなかったと評価するしかない。 

エ 国税通則法２４条は、更正処分の前提として「調査」をすることを要求しているところ、
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本件各処分は、調査とはいえない行為に基づいてされたことになる。そうすると、調査の

不存在により、本件各処分も不存在であるといわなければならない。 

（４）争点（４）（本件各徴収処分は適法であるか）について 

（被告の主張の要旨） 

ア 本件不許可処分は適法であること 

（ア）税務署長又は同署長から徴収の引継ぎを受けた国税局長（以下「国税局長等」という。）

は、申告納税方式による国税（その附帯税を含む。）の納税者につき、その法定申告期限

から１年を経過した日以後に納付すべき税額が確定した場合における当該確定した部分

の税額に相当する国税を一時に納付することができない理由があると認められる場合に

は、その納付することができないと認められる金額を限度として、その国税の納期限内

にされたその者の申請に基づき、その国税の納期限から１年以内の期間を限り、その納

税を猶予することができる（国税通則法４６条３項１号）。納税の猶予は、納税者の申請

に基づいてされるものであるが、これは、納税者の申請を待たなければ、国税局長等に

おいて、当該納税者について納税を猶予すべきか否かを知ることができないためである。 

（イ）本件についてみると、東京国税局の徴収職員は、原告に対し、再三にわたり、原告の

資産の一覧表を提出するよう求めたにもかかわらず、原告は、これに関する資料を何ら

提出しなかった。そのため、東京国税局長は、原告について、通則法４６条３項の要件

である「国税を一時に納付することができない理由」があると認めることができなかっ

たことから、本件所得税等を一時に納付することができない理由があるとは認められず、

納税を猶予することはできないと判断した上で、本件不許可処分をしたものである。 

（ウ）したがって、本件不許可処分が適法であることは明らかである。 

イ 本件各差押処分は適法であること 

（ア）国税徴収法４７条１項１号は、徴収職員は、滞納者が督促を受け、その督促に係る国

税をその督促状を発した日から起算して１０日を経過した日までに完納しないときは、

滞納者の国税につきその財産を差し押さえなければならない旨規定している。 

（イ）本件についてみると、東京国税局長は、平成２５年１１月６日、原告に対し、督促状

により本件所得税等の納付を督促したところ、その督促状を発した日から起算して１０

日を経過した日までに、本件所得税等が完納されていなかったことから、本件各差押処

分をしたものである。 

（ウ）したがって、本件各差押処分は、いずれも、国税徴収法の各規定に従って行われてい

るのであり、これらが適法であることは明らかである。 

ウ（ア）そもそも、仮に原告が主張するとおり本件各処分が違法であるとして取り消されれ

ば、本件各処分の存在を前提としてされた本件各徴収処分は有効なものとして存在し

なくなるのであるから、本件のように、本件各処分及び本件各徴収処分の各取消訴訟

が係属している以上、本件各処分の違法性が本件各徴収処分に承継されるか否かが問

題となる余地はない。 

（イ）処分性が認められる行政行為は、いわゆる公定力を有し、原則として、取消訴訟等

によって処分が取り消されない限り、その効力を否定されることはなく有効に存在し、

仮に違法性があったとしても、その違法性は後行の処分には承継されず、後行処分の

取消事由となることはない。例外として、先行の行政処分と後行の行政処分とが連続
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した一連の手続を構成し一定の法律効果の発生を目指している場合には、違法性の承

継が認められることがあるが、本件各処分と本件各徴収処分とは、別個に独立した処

分であり、連続した一連の手続を構成するとも、目的を共通にして一定の法律効果の

発生を目指しているともいえない。 

 したがって、両処分の間には違法性の承継が認められる余地はない。 

エ 原告は、本件各処分の前提となった本件調査の違法の程度からすれば、本件各処分は違

法であり、取り消されるべきもの、あるいは、無効、不存在というべきであるから、本件

各徴収処分は、その前提となる本件各処分を欠く違法な処分である旨主張する。 

 しかしながら、前記（１）ないし（３）の（被告の主張の要旨）のとおり、本件調査に

は、重大かつ明白な瑕疵はもとより、本件各処分の取消原因となるような事実は何ら存在

せず、適法である。 

（原告の主張の要旨） 

ア 徴収処分については、その前提となる租税の課税処分の違法性の承継が認められず、前

提となる課税処分の瑕疵を理由として徴収処分の取消しを求めることができないとするの

が通説・下級審裁判例であることは承知している。 

イ（ア）しかしながら、この理論は、最高裁判例の判例法理論として確定しているものでは

なく、また、特段の事情がある場合においては、例外を認めることができるといわな

ければならない。 

（イ）また、課税処分について、違法の程度が看過すべからざるものがあり、違法・不当

として取消事由になる又は無効であるという程度を越えて、課税処分が存在しないと

考えるべきである場合には、被告において、課税処分の違法性が承継されない旨の主

張をすることができない。 

ウ（ア）前記（１）ないし（３）の（原告の主張の要旨）で述べた本件各処分の違法の程度

を勘案すれば、本件不許可処分及び本件各差押処分は、本件各処分の違法性を承継す

ると考えるべきである。 

（イ）また、本件各処分は、取消事由又は無効事由に該当するという程度を越えており、

不存在というべきであるから、本件各徴収処分は、その前提となる課税処分を欠くも

のである。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点（１）（原告の本件各係争年分の所得税の額の計算上、措置法４０条の４第１項の規定が

適用されるか）について 

（１）ア 措置法４０条の４第１項は、①発行済株式の総数等のうちに居住者及び内国法人並び

に特殊関係非居住者が有する株式等の合計数又は合計額に占める割合が１００分の５０

を超える外国法人（同条２項）（外国関係会社）のうち、②その本店等の所在地における

その所得に対して課される租税の額が当該所得の金額の１００分の２５以下であるもの

（措置法施行令２５条の１９第１項２号）（特定外国子会社等）が、③各事業年度（措置

法２条２項１９号）において、その未処分所得の金額から留保したものとされる適用対

象留保金額を有する場合には、④その特定外国子会社等の発行済株式の１００分の５以

上に相当する株式を保有する居住者について、その適用対象留保金額のうちその者の有

する株式の持分に対応する部分の金額を、その者の雑所得に係る収入金額とみなして当
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該各事業年度終了の日の翌日から２月を経過する日の属する年分のその者の雑所得の金

額の計算上、総収入金額に算入する旨規定している。 

イ 前記前提事実、後掲の証拠及び弁論の全趣旨によれば、①Ａ社は、その設立から平成

２３年１１月●日の解散までの間、原告がその発行済株式を全て保有していたこと（前

提事実（１）ア、（２）タ）、②その租税負担割合は、平成２０年１２月期が２パーセン

ト、平成２１年１２月期が０パーセントであったこと（前提事実（３））、③Ａ社は、別

紙３の２（１）及び（２）記載のとおり、措置法４０条の４第１項に規定する適用対象

留保金額として、平成２０年１２月期に５５４８万８４９１ＤＫＫ、平成２１年１２月

期に６２４万８３３８ＤＫＫを有していたこと（乙Ａ１ないし４）、④原告は、平成２０

年２月１日から平成２３年１０月２日までの間、日本に居住していたこと（前提事実（２）

コ、ソ）が認められる。 

 以上によれば、Ａ社は、措置法４０条の４第１項に規定する特定外国子会社等に該当

し、本件各事業年度において、同項に規定する適用対象留保金額を有していた上、原告

は、同項１号に規定する居住者に該当するから、原告の本件各係争年分の所得税につい

ては、同項の規定が適用されるというべきである。 

（２）ア これに対し、原告は、①外国子会社合算税制は、居住者が軽課税国に子会社を設立し、

そこに所得を留保して配当しないことにより租税回避をすることを防ぐ趣旨で定められ

たものであるのに対し、本来、日本国に対する納税義務がない主体が、海外で設立した

会社において利益を上げてこれを留保した後に、日本国の居住者となった場合には、外

国子会社合算税制が予定する時系列とは時間的な順序において齟齬があるから、このよ

うな場合には、縮小解釈ないし限定解釈をすべきであるとし、また、②Ａ社の所得につ

いて、デンマークから出国するに際し、出国税という形で既に租税負担をしているので

あるから、措置法４０条の４第１項の規定が適用された場合、二重課税となって不当で

あるとして、原告の本件各係争年分の所得税の額の計算上、措置法４０条の４第１項の

規定を適用すべきではない旨の主張をするので、以下検討する。 

イ 措置法４０条の４第１項の規定の内容は、前記（１）アのとおりであるところ、この

規定は、我が国経済の国際化に伴い、居住者が法人の所得に対する租税の負担がないか

又は極端に低い国若しくは地域（いわゆるタックス・ヘイブン）に子会社等を設立して

経済活動を行い、当該法人の所得を留保することによって、我が国における租税の負担

を回避しようとする事態に対処して税負担の実質的な公平を図ることを目的として、一

定の要件を満たす外国会社を特定外国子会社等と規定し、その課税対象留保金額を居住

者の雑所得の計算上総収入金額に算入することとしたものと解される。 

 他方、措置法４０条の４第４項は、特定外国子会社等が、①株式若しくは債券の保有、

工業所有権その他の技術に関する権利、特別の技術による生産方式若しくはこれらに準

ずるもの若しくは著作権の提供又は船舶若しくは航空機の貸付けを主たる事業とするも

の以外のものであること（事業基準）、②その本店又は主たる事務所の所在する国又は地

域においてその主たる事業を行うに必要と認められる事務所、店舗、工場その他の固定

施設を有していること（実体基準）、③その事業の管理、支配及び運営を自ら行っている

ものであること（管理支配基準）との要件をいずれも満たすとともに、その各事業年度

において行う主たる事業が、④（ａ）卸売業、銀行業、信託業、金融商品取引業、保険
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業、水運業又は航空運送業である場合には、その事業を主として居住者等以外のものと

の間で行っていること（非関連者基準）、（ｂ）これらの事業以外の事業である場合には、

その事業を主として本店又は主たる事務所の所在する国又は地域において行っているこ

と（所在地国基準）との要件を満たすときには、同条１項の規定を適用しない旨規定し、

外国子会社合算税制に係る適用除外要件を定めている。この規定は、特定外国子会社等

であっても、独立企業としての実体を備え、かつ、その所在する国又は地域において事

業活動をすることにつき十分な経済合理性を有する場合にまで外国子会社合算税制によ

る課税をすることになると、居住者の海外投資を不当に阻害するおそれがあることから、

そのような事態を避けることを目的とするものであり、このため、同規定は、課税要件

を明確化して課税執行面における安定性を確保しつつ、税負担の実質的公平を図るとの

観点から、特定外国子会社のうち、株式（出資を含む。）の保有等を主たる事業とするも

の以外のものであることなど、経済合理性を有すると認められるための具体的な要件を

法定した上、これらの要件が全て満たされる場合には同条１項の規定を適用しないこと

としたものと解される。 

 ところで、租税法規は、多数の納税者間の税負担の公平を図る観点から、法的安定性

の要請が強く働くため、その解釈は、原則として文理解釈によるべきであり、文理解釈

によっては規定の意味内容を明らかにすることが困難な場合に初めて、規定の趣旨・目

的に照らしてその意味内容を明らかにする目的論的解釈によるべきであるところ、措置

法４０条の４の規定の文言や意味内容は、上記のとおりであって、その文言等に照らし、

文理は明確であるというべきである。そして、同条４項が、経済合理性を有すると認め

られるための要件を法定した上、これらの要件が全て満たされる場合には同条１項の規

定を適用しないこととしていることに照らすと、上記のような経済合理性を有するか否

かの判断は、同項の規定する適用除外要件を満たすか否かによって判断すべきであって、

同項の規定を離れてその判断をすることは予定されていないものと解すべきである。 

 この点について、原告は、前記ア①のとおり、外国子会社合算税制は、居住者がタッ

クス・ヘイブンに子会社を設立し、そこに所得を留保して配当しないことにより租税回

避をすることを防ぐ趣旨で定められたものであるから、海外で設立した会社において利

益を上げてこれを留保した後に我が国の居住者となった場合には、措置法４０条の４第

１項の規定は適用すべきではない旨の主張をする。しかしながら、同条は、前記（１）

アのとおり、１項において、特定外国子会社等や居住者を定義し、当該居住者に係る当

該特定外国子会社等が当該事業年度において適用対象留保金額を有する場合には、外国

子会社合算税制が適用されるとした上で、４項において、適用除外要件に該当するとき

は１項の規定を適用しないとしているところであって、同条は、それ以上に、居住者が

租税回避の意図・目的を有することや、居住者がタックス・ヘイブンに子会社等を設立

し、その後、同社に所得を留保して租税回避をしたことを要件として要求していないこ

とは、その規定の文言上明らかである。そうすると、上記に述べたところに照らし、原

告の上記主張は採用することができないというべきである。 

 また、原告は、前記ア②のとおり、Ａ社の所得について、出国税を負担しているから、

措置法４０条の４第１項の規定が適用されると二重課税となる旨の主張をする。しかし

ながら、措置法４０条の４第１項の規定が適用されるか否かの判断に当たって、居住者
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が保有する特定外国子会社の株式に係る租税について、外国の法令により課される租税

を勘案して調整をする旨の規定は見当たらないから、同項の規定が適用される居住者が

保有する特定外国子会社等の株式について日本国外において出国税を課されていたとし

ても、そのことによって同項の規定の適用が排除されるということはできない。そして、

原告の主張する租税負担が外国子会社合算税制との関係で二重課税になるか否かはとも

かく、措置法４０条の４第１項の規定の適用において、明文の規定なしに、納税者にお

いて国際的な二重課税が生じていないことを要件とすることは、法的安定性の要請に反

することになるものといわざるを得ない。したがって、原告の主張は採用することはで

きない。 

ウ 以上によれば、措置法４０条の４第１項の規定の適用が除外されるか否かは、同条４

項の規定が適用されるか否かによって判断すべきであって、原告の主張する上記の各点

をもって措置法４０条の４第１項の規定の適用が除外されることはないというべきであ

る。 

２ 争点（２）（原告の本件各係争年分の所得税の額の計算上、適用除外規定が適用されるか）に

ついて 

（１）原告は、本件各係争年分の所得税には適用除外規定が適用され、措置法４０条の４第１項

の規定が適用されない旨の主張をする。 

 しかしながら、同条６項は、同条４項の規定は、確定申告書にこれらの規定の適用がある

旨を記載した書面（適用除外記載書面）を添付し、かつ、その適用があることを明らかにす

る書類その他の資料を保存している場合に限り、適用する旨規定しているところ、この規定

の趣旨は、適用除外規定の適用を受けることについて納税者の意見を明らかにさせるととも

に、その根拠となる資料を保存させることで、課税庁が適用除外要件の該当性を適正かつ迅

速に判断することができるようにし、租税法律関係を早期に確定させるということにあると

解される。このことに加え、前記に述べたとおり、租税法規は、原則として文理解釈による

べきことをも併せると、確定申告書に上記の書面を添付していない場合には、適用除外規定

は適用されないと解するほかないというべきである。 

 そして、前記前提事実のとおり、原告が提出した本件各事業年度に係る所得税の確定申告

書には、適用除外記載書面を添付していなかったのであるから（前提事実（４）ア（ウ））、

本件各事業年度に係る原告の所得税には同項の規定は適用されないといわざるを得ない。 

 したがって、原告の上記主張は、その余の点について判断するまでもなく、採用すること

ができない。 

（２）なお、仮に前記（１）の点をおくとしても、原告の本件各係争年分の所得税に適用除外規

定が適用されるためには、居住者に係る特定外国子会社等が措置法４０条の４第３項に規定

する特定外国子会社等に該当することが必要となるところ（同条４項）、同条第３項は、同条

第１項各号に掲げる居住者に係る特定外国子会社等について、株式（出資を含む）の保有を

主たる事業とするものを除く旨規定しているから、居住者に係る特定外国子会社等が株式の

保有を主たる事業とすると認められる場合には、本件各係争年分の所得税に適用除外規定が

適用されないと解される。そして、特定外国子会社等が複数の事業を営む場合、そのいずれ

の事業が主たる事業であるかの判定は、その事業年度における具体的・客観的な事業活動の

内容から判定するほかはないのであるから、その事業活動の客観的結果として得られる収入
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金額又は所得金額の状況、使用人の数、固定施設の状況とを総合的に勘案して判定すべきで

ある。 

 これを本件についてみるに、前記１（１）によれば、原告に係る特定外国子会社等はＡ社

であるところ、前記前提事実、後掲の証拠及び弁論の全趣旨によれば、①Ａ社は、平成２０

年１２月期の開始時において、Ｃ社及びＨ社の各発行済株式の１００パーセント並びにＧ社

の発行済株式の５０パーセントに相当する株式を保有し、平成２１年１２月期の開始時にお

いて、Ｈ社の発行済株式の１００パーセント、Ｇ社の発行済株式の５０パーセント、Ｃ社の

発行済株式の２０パーセントに相当する株式を保有し、また、同期中にＧ社及びＵ社の発行

済株式の５０パーセントに相当する株式をそれぞれ取得し、これらの株式を同期の期末時点

まで継続して保有していたこと（前提事実（１）イ、（２）ケ）、②株式の保有に係る事業以

外の事業は、平成２０年１２月期においては、Ｈ社の商品の販売の代理又は仲介（手数料５

４９１ＤＫＫ）、Ｇ社への貸付金による収入（利息２２万６５４８ＤＫＫ）、平成２１年１２

月期においては、Ｇ社への貸付金による収入（利息２３万９１０８ＤＫＫ）であること（乙

Ａ３、４）、③Ａ社の本件各事業年度に係る損益計算のうち、同社の収益等は、別表４のとお

りであり、収益の合計額に占める株式の保有に係る収益の合計額の割合は、平成２０年１２

月期が９４．５パーセント、平成２１年１２月期が８８．４パーセント（いずれも小数点第

２位以下を切り捨てた後のもの）であること（甲Ａ３、乙Ａ３、４）、④Ａ社には、平成２０

年１２月期において、２名の使用人が在籍し、人件費として１１８万７７５２ＤＫＫが支払

われ、また、平成２１年１２月期において、当該２名に加え原告の長女の３名が在籍し、人

件費等として１３７万４９７０ＤＫＫが支払われていたこと（甲Ａ３、乙Ａ３）、⑤Ａ社の本

店所在地は、当初、Ｃ社の事務所内であったところ、平成２０年３月２８日、使用人の自宅

所在地に移動し、平成２１年９月１日、原告の長女の旧自宅兼Ｈ社の所在地へ移動しており、

本件各事業年度の各当期末における貸借対照表に建物等の資産計上がないこと（乙Ａ１０）

がそれぞれ認められる。 

 以上の各事実によれば、Ａ社の収益の合計額に占める株式の保有に係る収益の合計額の割

合が平成２０年１２月期において９４．５パーセント、平成２１年１２月期において８８．

４パーセントと非常に高いといえるのに対し、使用人は２、３名しかおらず、固定施設も子

会社の所在地や使用人の自宅を利用していたのであるから、これらに鑑みると、本件各事業

年度におけるＡ社の主たる事業は、株式の保有であると認めることができる。 

 したがって、この点においても、原告の本件各係争年分の所得税には適用除外規定が適用

されない。 

３ 争点（３）（本件調査は不存在であり、これを前提とする本件各処分も不存在であったといえ

るか）について 

（１）認定事実 

 前記前提事実、後掲の証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の事実を認定することができる。 

ア 本件調査担当者らの１人である丙主査は、本件調査に着手するに当たり、原告の所得税

の確定申告書の税理士欄に記載のあった丁税理士を通じて、平成２４年９月１２日付けで、

原告に対して質問及び書類の提出等を依頼した（前提事実（４）イ（ア））。 

イ 本件調査担当者らは、平成２４年１０月３０日、丁会計事務所において、原告と面談し、

本件調査を始めた（前提事実（４）イ（イ））。 
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ウ 本件調査担当者らは、その後、平成２４年１１月１３日、同月１５日、同月２１日、同

年１２月１９日、同月２０日及び平成２５年１月１７日に、原告と面談するなどして本件

調査をした（前提事実（４）イ（イ））。 

エ 本件調査担当者らは、Ａ社の決算に関与し、同社やＣ社の経理や申告等を担当していた

Ｌ会計士が日本に来た平成２４年１２月１９日及び同月２０日、同人に対し、原告同席の

下、①Ａ社の事業内容、同社の事業収入及び支払給与の内容、②Ｃ社の株式売買に係るＡ

社の会計処理、③Ａ社の決算書作成の経緯、④原告に係る出国税などについて質問をした

（乙Ａ８の１、８の２）。 

 本件調査担当者らは、この面談に先立ち又はこの面談の際、Ａ社の平成２０年１２月期

及び平成２１年１２月期の各年次報告書（乙Ａ３、４）、Ａ社の株主名簿（乙Ａ１１）、２

００８年１２月期税務申告書（乙Ａ１２）、株式譲渡契約書（乙Ａ１３の１、１３の２）を

入手し、その記載内容等についても質問をした（乙Ａ８の１、８の２）。 

オ 本件調査担当者らは、それぞれの面談の後、本件調査に係る原告及び丁税理士との面談

時における応答内容等について、本件調査報告書を作成した（乙Ａ８の１、８の２）。 

 なお、本件調査報告書は、調査の目的、方法、結果、応答記録を資料調査第四課長等に

報告するために作成されたものである（乙Ａ８の１、８の２）。 

カ 本件調査担当者らは、平成２５年１月１７日における原告との面談の際には、調査報告

書を作成したのに加え、同日、丁会計事務所において、手書きにより本件聴取書を作成し、

本件聴取書には、原告が誤りがないことを確認して署名及び押印し、一部の回答につき、

明確に覚えていないので確認次第回答すると述べた旨が記載されている（乙Ａ９）。 

（２）検討 

ア 税務署長は、納税申告書に記載された課税標準等又は税額等の計算がその調査したとこ

ろと異なるときは、その調査により、これらを更正するとされており（国税通則法２４条）、

税務署の当該職員は、所得税に関する調査について必要があるときは、納税義務がある者

に質問し、又はその者の事業に関する帳簿書類その他の物件を検査することができるとさ

れているところ（所得税法２３４条１項）、このような税務調査の手続は、租税の公平、確

実な賦課徴収のため課税庁が課税要件の内容を成す具体的事実の存否を調査する手段とし

て認められた手続であって、その調査により課税標準の存在が認められる限り課税庁とし

ては課税処分をしなければならないのであり、また、更正処分の取消訴訟においては客観

的な課税標準の有無が争われ、これについて審査がされるのであるから、調査手続の単な

る瑕疵は、更正処分の違法性に影響を及ぼさないものと解すべきであり、調査の手続が刑

罰法規に触れ、公序良俗に反し又は社会通念上相当と認められる限度を超えて濫用にわた

る等重大な違法を帯び、何らの調査なしに更正処分をしたに等しいものと評価を受ける場

合に限り、その更正処分には取消原因があるものと解するのが相当である。 

イ これを本件についてみるに、前記（１）のとおり、本件調査担当者らは、本件各処分に

先立ち、原告及びＬ会計士と面談するとともに、Ａ社に係る資料を収集しているところ、

このことに照らすと、本件各処分は、このような本件調査の結果に基づいてされたものと

認められるから、本件において何らの調査なしに更正処分をしたに等しいものと評価する

ことはできない。 

ウ（ア）原告は、本件調査報告書には、Ｃ社はフィンランドに設立されていた会社を買い取
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ったとの記載や、原告が母親の管轄税務署が北沢税務署であったと述べた旨の記載が

あることなどの真実に反する記載があり、違法な調査がされたなどと主張をする。 

 しかしながら、上記（１）のとおり、原告は、本件聴取書の作成の際、原告は、一

部記憶が不明確である旨指摘した上で、誤りがない旨署名押印しているのであって、

原告が主張するような真実に反する記載がされていることを前提としても、その余の

大部分の記載は、原告らから聴取された内容が誤りなく記載されているとみることが

できるから、本件聴取書が公序良俗に反し又は社会通念上相当と認められる限度を超

えて濫用にわたる等の重大な違法な調査によって作成されたとは到底いうことができ

ない。したがって、原告の上記主張は採用することができない。 

（イ）また、原告は、調査報告書を読み聞かせることが不十分であった旨主張するものと

解されるが、前記（１）オのとおり、調査報告書は調査担当者が所属長に面談の内容

等を報告するための内部資料にすぎないのであって、面談の対象者に読み聞かせる性

質のものではないから、上記主張は採用することができない。 

（ウ）その他の原告の主張を考慮しても、本件において何らの調査なしに更正処分をした

に等しいものと評価することができる事情は見当たらない。 

エ 以上によれば、本件調査が不存在であったということはできず、本件調査を前提とする

本件各処分が不存在であるということもできない。 

４ 本件各処分の適法性について 

 前記のとおり、原告の本件各係争年分の所得税には措置法４０条の４第１項が適用されるか

ら、Ａ社の本件各事業年度に係る原告の課税対象留保金額は、原告の本件各係争年分の雑所得

の金額の計算上、総収入金額に算入される。 

 以上に述べたところのほか、証拠（甲Ａ１の１、１の２、乙Ａ１ないし４、６の１、６の２）

及び弁論の全趣旨によれば、本件各処分の根拠及び適法性については、別紙３に記載のとおり

認めることができ、この認定判断を左右するに足りる証拠ないし事情は見当たらない。 

５ 争点（４）（本件各徴収処分は適法であるか）について 

（１）本件不許可処分について 

 前記前提事実、後掲の証拠及び弁論の全趣旨によれば、①原告は、平成２５年３月２２日、

目黒税務署長に対し、「納税の猶予を受けようとする理由」を、納税額が巨額である一方、保

有資産のほとんどが外貨建てであるためとして、本件猶予申請をしたこと、②東京国税局の

徴収職員は、本件所得税等について本件猶予申請に基づき納税を猶予するかどうかを判断す

るに当たって、原告の納税管理人であるＱ税理士に対し、６か月間で６回にわたり、原告が

外貨建てで保有しているとする海外資産の内訳を記載した資産等の一覧表を提出するよう求

めたものの、原告は、これを提出しなかったこと（甲Ｂ１の２）、③東京国税局長は、平成２

５年１１月６日、原告から上記一覧表の提出がなく、原告が本件所得税等を一時に納付する

ことができない理由があるかどうかの判定ができないことから、国税通則法４６条３項に規

定する納税の猶予をすることができないと判断し、本件不許可処分をした上で、同法４７条

２項の規定に基づき、その旨を原告に通知したこと（前提事実（４）エ（ウ）、甲Ｂ１の２）

がそれぞれ認められる。 

 以上のとおり、原告が、保有資産の大半が外貨建てであることを理由として本件猶予申請

をし、東京国税局長からその裏付けの資料の提出を求められたにもかかわらず、これを提出
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しなかった結果、東京国税局長が「国税を一時に納付することができない理由」（国税通則法

４６条３項）があると判定することができず、本件不許可処分をしたことになるのであるか

ら、東京国税局長が本件不許可処分をした判断は、その裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫

用したものということはできない。 

（２）本件各差押処分について 

 前記前提事実、後掲の証拠及び弁論の全趣旨によれば、①東京国税局長は、平成２５年１

１月６日、本件所得税等が完納されていなかったことから、同日、原告に対し、通則法３７

条の規定に基づき、督促状を発し、その納付を督促したこと（乙Ｂ１の１）、②東京国税局長

は、同月２１日の時点で、本件所得税等がなお未納となっており、上記督促状を発した日か

ら１０日を経過した日までに本件所得税等が完納されないことから、同日、原告が所有する

別紙１物件目録記載１ないし４の各不動産並びに同５及び６の各不動産をそれぞれ差し押さ

えたこと（本件各差押処分）（前提事実（４）オ（ア）、甲Ｂ４の１、４の２、乙Ｂ１の２、

２の１ないし６）がそれぞれ認められる。 

 以上のとおり、東京国税局長は、原告に対し、督促状により本件所得税等の納付を督促し

たところ、その督促状を発した日から起算して１０日を経過した日までに本件所得税等が完

納されなかったとして、国税徴収法４７条１項１号及び同法６８条１項の規定に基づき、上

記各不動産に対する本件各差押処分をしたのであるから、本件各差押処分は、いずれも国税

徴収法の各規定に従ってされたものといえる。 

（３）原告は、本件各徴収処分の前提となる本件各処分が違法ないし不存在である旨の主張をす

るが、本件各処分が適法であることは前記で述べたとおりであるから、原告の上記主張は、

そもそもの前提を欠き、採用することができない。 

（４）以上によれば、本件各徴収処分は、いずれも適法である。 

第４ 結論 

 よって、原告の請求はいずれも理由がないからこれらを棄却することとし、主文のとおり判

決する。 

 

東京地方裁判所民事第３部 

裁判長裁判官 舘内 比佐志 

   裁判官 宮端 謙一 

 裁判官國原徳太郎は、転補のため、署名押印をすることができない。 

裁判長裁判官 舘内 比佐志 
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（別紙１） 

物件目録 

 

１ 所  在  東京都目黒区 

 地  番  ●● 

 地  目  宅地 

 地  積  １．７８平方メートル 

 

２ 所  在  東京都目黒区 

 地  番  ●● 

 地  目  宅地 

 地  積  ２６４．５５平方メートル 

 

３ 所  在  東京都目黒区 

 地  番  ●● 

 地  目  宅地 

 地  積  ６．０５平方メートル 

 

４ 所  在  東京都目黒区 

 家屋番号  ●● 

 種  類  居宅 

 構  造  木造陸屋根３階建 

 床 面 積  １階１４０．７０平方メートル 

       ２階１４５．４０平方メートル 

       ３階 ４３．２４平方メートル 

 

５ 所  在  長野県諏訪郡 

 地  番  ●● 

 地  目  原野 

 地  積  ９６２平方メートル 

 

６ 所  在  長野県諏訪郡 

 家屋番号  ●● 

 種  類  居宅 

 構  造  木造スレート葺２階建 

 床 面 積  １階６１．３０平方メートル 

       ２階２４．５５平方メートル 
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（別紙２） 

関係法令の定め 

 

１ 国税通則法の定め 

（１）２４条 

 税務署長は、納税申告書の提出があった場合において、その納税申告書に記載された課税

標準等又は税額等の計算が国税に関する法律の規定に従っていなかったとき、その他当該課

税標準等又は税額等がその調査したところと異なるときは、その調査により、当該申告書に

係る課税標準等又は税額等を更正する。 

（２）４６条３項（平成２６年法律第１０号による改正前のもの。以下同じ。） 

 税務署長等は、次の各号に掲げる国税（延納に係る国税を除く。）の納税者につき、当該各

号に掲げる税額に相当する国税を一時に納付することができない理由があると認められる場

合には、その納付することができないと認められる金額を限度として、その国税の納期限内

にされたその者の申請（税務署長等においてやむを得ない理由があると認める場合には、そ

の国税の納期限後にされた申請を含む。）に基づき、その納期限から１年以内の期間を限り、

その納税を猶予することができる。 

１号 申告納税方式による国税（その附帯税を含む。） その法定申告期限から１年を経過し

た日以後に納付すべき税額が確定した場合における当該確定した部分の税額 

２号 賦課課税方式による国税（その延滞税を含み、６９条（加算税の税目）に規定する加

算税及び過怠税を除く。） その課税標準申告書の提出期限（当該申告書の提出を要しな

い国税については、その納税義務の成立の日）から１年を経過した日以後に納付すべき

税額が確定した場合における当該確定した部分の税額 

３号 源泉徴収による国税（その附帯税を含む。） その法定納期限から１年を経過した日以

後に納税告知書の送達があった場合における当該告知書に記載された納付すべき税額 

２ 国税徴収法の定め 

（１）４７条１項 

 次の各号の一に該当するときは、徴収職員は、滞納者の国税につきその財産を差し押えな

ければならない。 

１号 滞納者が督促を受け、その督促に係る国税をその督促状を発した日から起算して１０

日を経過した日までに完納しないとき。 

２号 （略） 

（２）６８条１項 

 不動産（地上権その他不動産を目的とする物権（所有権を除く。）、工場財団、鉱業権その

他不動産とみなされ、又は不動産に関する規定の準用がある財産並びに鉄道財団、軌道財団

及び運河財団を含む。）の差押は、滞納者に対する差押書の送達により行う。 

３ 所得税法の定め 

（１）９５条１項（平成２７年法律第９号による改正前のもの。以下同じ。） 

 居住者が各年において外国所得税（外国の法令により課される所得税に相当する税で政令

で定めるものをいう。以下同じ。）を納付することとなる場合には、８９条から９２条まで（税

率及び配当控除）の規定により計算したその年分の所得税の額のうち、その年において生じ
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た所得でその源泉が国外にあるものに対応するものとして政令で定めるところにより計算し

た金額を限度として、その外国所得税の額（居住者の通常行われる取引と認められないもの

として政令で定める取引に基因して生じた所得に対して課される外国所得税の額、居住者の

所得税に関する法令の規定により所得税が課されないこととなる金額を課税標準として外国

所得税に関する法令により課されるものとして政令で定める外国所得税の額その他政令で定

める外国所得税の額を除く。）をその年分の所得税の額から控除する。 

（２）２３４条（平成２３年法律第１１４号による改正前のもの。以下同じ。） 

ア １項 

 国税庁、国税局又は税務署の当該職員は、所得税に関する調査について必要があるとき

は、次に掲げる者に質問し、又はその者の事業に関する帳簿書類（その作成又は保存に代

えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）の作成又は保存がされている場合における当該電磁的記録を含む。２４２条９号にお

いて同じ。）その他の物件を検査することができる。 

１号 納税義務がある者、納税義務があると認められる者又は１２３条１項（確定損失申

告）、１２５条３項（年の中途で死亡した場合の確定申告）若しくは１２７条３項（年

の中途で出国をする場合の確定申告）（これらの規定を１６６条（非居住者に対する準

用）において準用する場合を含む。）の規定による申告書を提出した者 

２、３号 （略） 

イ ２項 

 前項の規定による質問又は検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解しては

ならない。 

４ 租税特別措置法（以下「措置法」という。）の定め 

（１）２条２項１９号 

 事業年度 法人税法１３条及び１４条に規定する事業年度をいう。 

（２）４０条の４（平成２１年法律第１３号による改正前のもの。以下同じ。） 

ア １項 

 次に掲げる居住者に係る外国関係会社のうち、本店又は主たる事務所の所在する国又は

地域におけるその所得に対して課される税の負担が本邦における法人の所得に対して課さ

れる税の負担に比して著しく低いものとして政令で定める外国関係会社に該当するもの

（以下「特定外国子会社等」という。）が、昭和５３年４月１日以後に開始する各事業年度

（措置法２条２項１９号に規定する事業年度をいう。以下同じ。）において、その未処分所

得の金額から留保したものとして、政令で定めるところにより、当該未処分所得の金額に

つき当該未処分所得の金額に係る税額及び法人税法２３条１項１号に規定する剰余金の配

当、利益の配当又は剰余金の分配（以下「剰余金の配当等」という。）の額に関する調整を

加えた金額（以下「適用対象留保金額」という。）を有する場合には、その適用対象留保金

額のうちその者の有する当該特定外国子会社等の直接及び間接保有の株式等の数に対応す

るものとしてその株式等（株式又は出資をいう。以下この項及び次項において同じ。）の請

求権（剰余金の配当等、財産の分配その他の経済的な利益の給付を請求する権利をいう。

以下この項及び次項において同じ。）の内容を勘案して政令で定めるところにより計算した
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金額（以下「課税対象留保金額」という。）に相当する金額は、その者の雑所得に係る収入

金額とみなして当該各事業年度終了の日の翌日から２月を経過する日の属する年分のその

者の雑所得の金額の計算上、総収入金額に算入する。 

１号 その有する外国関係会社の直接及び間接保有の株式等の数の当該外国関係会社の発

行済株式又は出資（当該外国関係会社が有する自己の株式等を除く。）の総数又は総額

のうちに占める割合（当該外国関係会社が次のイからハまでに掲げる法人である場合

には、当該割合とそれぞれイからハまでに定める割合のいずれか高い割合。次号にお

いて「直接及び間接の外国関係会社株式等の保有割合」という。）が１００分の５以上

である居住者 

イないしハ （略） 

２号 （略） 

イ ２項 

 前項及びこの項において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

１号 外国関係会社 外国法人で、その発行済株式又は出資（その有する自己の株式等を

除く。）の総数又は総額のうちに居住者及び内国法人並びに特殊関係非居住者（居住者

又は内国法人と政令で定める特殊の関係のある非居住者をいう。）が有する直接及び間

接保有の株式等の数の合計数又は合計額の占める割合（当該外国法人が次のイからハ

までに掲げる法人である場合には、当該割合とそれぞれイからハまでに定める割合の

いずれか高い割合）が１００分の５０を超えるものをいう。 

イないしハ （略） 

２号 未処分所得の金額 特定外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得の金額につ

き、法人税法及びこの法律による各事業年度の所得の金額の計算に準ずるものとして

政令で定める基準により計算した金額を基礎として政令で定めるところにより当該各

事業年度開始の日前７年以内に開始した各事業年度において生じた欠損の金額に係る

調整を加えた金額をいう。 

３号 直接及び間接保有の株式等の数 個人又は内国法人が直接に有する外国法人の株式

の数又は出資の金額及び他の外国法人を通じて間接に有するものとして政令で定める

当該外国法人の株式の数又は出資の金額の合計数又は合計額をいう。 

４号 （略） 

５号 直接及び間接保有の請求権に基づく剰余金の配当等の額 個人又は内国法人が直接

に有する外国法人の株式等の請求権に基づき受けることができる剰余金の配当等の額

及び他の外国法人を通じて間接に有する当該外国法人の株式等の請求権に基づき受け

ることができる剰余金の配当等の額として政令で定めるものの合計額をいう。 

ウ ３項 

 １項各号に掲げる居住者に係る特定外国子会社等（株式（出資を含む。）若しくは債券の

保有、工業所有権その他の技術に関する権利、特別の技術による生産方式若しくはこれら

に準ずるもの（これらの権利に関する使用権を含む。）若しくは著作権（出版権及び著作隣

接権その他これに準ずるものを含む。）の提供又は船舶若しくは航空機の貸付けを主たる事

業とするものを除く。）がその本店又は主たる事務所の所在する国又は地域においてその主
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たる事業を行うに必要と認められる事務所、店舗、工場その他の固定施設を有し、かつ、

その事業の管理、支配及び運営を自ら行っているものである場合（次項において「固定施

設を有するものである場合」という。）における１項の規定の適用については、同項中「調

整を加えた金額」とあるのは、「調整を加えた金額から当該特定外国子会社等の事業に従事

する者の人件費として政令で定める費用の額の百分の十に相当する金額を控除した金額」

とする。 

エ ４項 

 １項及び前項の規定は、１項各号に掲げる居住者に係る前項に規定する特定外国子会社

等がその本店又は主たる事務所の所在する国又は地域において固定施設を有するものであ

る場合であって、各事業年度においてその行う主たる事業が次の各号に掲げる事業のいず

れに該当するかに応じ当該各号に定める場合に該当するときは、当該特定外国子会社等の

その該当する事業年度に係る適用対象留保金額については、適用しない。 

１号 卸売業、銀行業、信託業、金融商品取引業、保険業、水運業又は航空運送業 その

事業を主として当該特定外国子会社等に係る第１項各号に掲げる居住者、当該特定外

国子会社等に係る６６条の６第１項各号に掲げる内国法人、当該特定外国子会社等に

係る６８条の９０第１項各号に掲げる連結法人その他これらの者に準ずる者として政

令で定めるもの以外の者との間で行っている場合として政令で定める場合 

２号 前号に掲げる事業以外の事業 その事業を主として本店又は主たる事務所の所在す

る国又は地域（当該国又は地域に係る水域で政令で定めるものを含む。）において行っ

ている場合として政令で定める場合 

オ ６項 

 ３項又は４項の規定は、確定申告書にこれらの規定の適用がある旨を記載した書面を添

付し、かつ、その適用があることを明らかにする書類その他の資料を保存している場合に

限り、適用する。 

５ 法人税法１３条１項 

 この法律において「事業年度」とは、法人の財産及び損益の計算の単位となる期間（以下「会

計期間」という。）で、法令で定めるもの又は法人の定款、寄附行為、規則、規約その他これら

に準ずるもの（以下「定款等」という。）に定めるものをいい、法令又は定款等に会計期間の定

めがない場合には、次項の規定により納税地の所轄税務署長に届け出た会計期間又は３項の規

定により納税地の所轄税務署長が指定した会計期間若しくは４項に規定する期間をいう。ただ

し、これらの期間が１年を超える場合は、当該期間をその開始の日以後１年ごとに区分した各

期間（最後に１年未満の期間を生じたときは、その１年未満の期間）をいう。 

６ 税理士法３０条 

 税理士は、税務代理をする場合においては、財務省令で定めるところにより、その権限を有

することを証する書面を税務官公署に提出しなければならない 

７ 租税特別措置法施行令（以下「措置法施行令」という。）の定め 

（１）２５条の１９第１項（平成２２年政令第５８号による改正前のもの。以下同じ。） 

 措置法４０条の４第１項に規定する政令で定める外国関係会社は、次に掲げるものとする。 

１号 法人の所得に対して課される税が存在しない国又は地域に本店又は主たる事務所を有

する外国関係会社（措置法４０条の４第２項１号に規定する外国関係会社をいう。以下
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同じ。） 

２号 その各事業年度の所得に対して課される租税の額が当該所得の金額の１００分の２５

以下である外国関係会社 

（２）２５条の２４第１項（平成２２年政令第５８号による改正前のもの） 

 措置法４０条の４第１項の場合において、外国法人が同条２項１号に規定する外国関係会

社に該当するかどうかの判定は、当該外国法人の各事業年度終了の時の現況によるものとし、

その者が同条１項各号に掲げる居住者に該当するかどうかの判定は、これらの居住者に係る

外国関係会社の各事業年度終了の時の現況による。 
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（別紙３） 

本件各処分の根拠及び適法性 

 

１ 本件各更正処分の根拠 

 被告が主張する原告の本件各係争年分の所得税に係る納付すべき税額等は、次のとおりであ

る（別表１、２の各「被告主張額」欄参照）。 

（１）平成２１年分 

ア 総所得金額 １０億２４３２万３２６９円 

 上記金額は、次の（ア）、（イ）及び（エ）の各金額並びに（ウ）の一時所得の金額の２

分の１に相当する金額（１２５万９２２２円）の合計額である（所得税法２２条２項）。 

（ア）配当所得の金額 ８１８１万円 

 上記金額は、原告が、平成２２年３月１２日に芝税務署長に提出した平成２１年分確

定申告書（乙Ａ１）という。）に記載した配当所得の金額（乙Ａ１・１枚目「⑤」欄）と

同額である。 

（イ）給与所得の金額 １５７０万６０１８円 

 上記金額は、原告が平成２１年分確定申告書に記載した給与所得の金額（乙Ａ１・１

枚目「⑥」欄）と同額である。 

（ウ）一時所得の金額 ２５１万８４４４円 

 上記金額は、原告がＲ生命保険株式会社と締結した拠出型企業年金保険契約に関し、

中途脱退を理由として同社から平成２１年中に支払を受けた一時金１６３８万８０４４

円（総収入金額）から、所得税法３４条２項の規定に基づき、当該収入を得るために支

出した金額である既払込保険料１３３６万９６００円を控除し、その残額から同条３項

に規定する特別控除額５０万円を控除した金額である。 

（エ）雑所得の金額 ９億２５５４万８０２９円 

 上記金額は、Ａ社の平成２０年１２月期における所得の金額のうち、措置法４０条の

４第１項の規定に基づき、原告の雑所得の金額の計算上、総収入金額に算入すべき金額

であり、同項に規定する課税対象留保金額５５４８万８４９１ＤＫＫ（別表３「平成２

１年分」の「㉒」欄）を、１ＤＫＫ当たり１６．６８円（同「㉓」欄）で円に換算した

金額である（同「㉔」欄）。 

 なお、原告に係るＡ社の上記課税対象留保金額の算定等については、後記２（１）の

とおりである。 

イ 所得控除の額の合計額 １５５万０３８９円 

 上記金額は、原告が平成２１年分確定申告書に記載した所得控除の額の合計額（乙Ａ１・

１枚目「㉕」欄）と同額である。 

ウ 課税総所得金額 １０億２２７７万２０００円 

 上記金額は、前記アの総所得金額１０億２４３２万３２６９円から前記イの所得控除の

額の合計額１５５万０３８９円を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１８条１項の

規定により１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

エ 申告納税額 ３億９０２８万０５００円 

 上記金額は、次の（ア）の課税総所得金額に対する税額から、（イ）の外国税額控除の額
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及び（ウ）の源泉徴収税額を控除した後の金額（ただし、通則法１１９条１項の規定によ

り１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

（ア）課税総所得金額に対する税額 ４億０６３１万２８００円 

 上記金額は、前記ウの課税総所得金額１０億２２７７万２０００円に所得税法８９条

１項（平成２５年法律第５号による改正前のもの。以下同じ。）に規定する税率を乗じて

算出した金額である。 

（イ）外国税額控除の額 １４８７万２６８２円 

 上記金額は、原告が平成２１年分確定申告書に記載した外国税額控除の額（乙Ａ１・

１枚目「㊲～㊳」欄）と同額である。 

（ウ）源泉徴収税額 １１５万９６００円 

 上記金額は、原告が平成２１年分確定申告書に記載した源泉徴収税額（乙Ａ１・１枚

目「㊴」欄）と同額である。 

オ 納付すべき税額 ３億８１５０万３５００円 

 上記金額は、前記エの申告納税額３億９０２８万０５００円から、原告が平成２１年分

確定申告書に記載した予定納税額８７７万７０００円（乙Ａ１・１枚目「㊶」欄）を控除

した後の金額である。 

（２）平成２２年分 

ア 総所得金額 １億８０２４万８０５８円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（ウ）の各金額の合計額である。 

（ア）配当所得の金額 ６０３２万円 

 上記金額は、原告が、平成２３年３月４日に芝税務署長に提出した平成２２年分確定

申告書（乙Ａ２）に記載した配当所得の金額（乙Ａ２・１枚目「⑤」欄）と同額である。 

（イ）給与所得の金額 １８１６万００７９円 

 上記金額は、原告が平成２２年分確定申告書に記載した給与所得の金額（乙Ａ２・１

枚目「⑥」欄）と同額である。 

（ウ）雑所得の金額 １億０１７６万７９７９円 

 上記金額は、Ａ社の平成２１年１２月期における所得の金額のうち、措置法４０条の

４第１項の規定に基づき、原告の雑所得の金額の計算上、総収入金額に算入すべき金額

であり、同項に規定する課税対象留保金額６２４万７２６７ＤＫＫ（別表３「平成２２

年分」の「㉒」欄）を、１ＤＫＫ当たり１６．２９円（同「㉓」欄）で円に換算した金

額（同「㉔」欄）である。 

 なお、原告に係るＡ社の上記課税対象留保金額の算定については、後記２（２）のと

おりである。 

イ 所得控除の額の合計額 １５４万２７２６円 

 上記金額は、原告が平成２２年分確定申告書に記載した所得控除の額の合計額（乙Ａ２・

１枚目「㉕」欄）と同額である。 

ウ 課税総所得金額 １億７８７０万５０００円 

 上記金額は、前記アの総所得金額１億８０２４万８０５８円から前記イの所得控除の額

の合計額１５４万２７２６円を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 
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エ 申告納税額 ５６０２万０９００円 

 上記金額は、次の（ア）の課税総所得金額に対する税額から、（イ）の外国税額控除の額

及び（ウ）の源泉徴収税額を控除した後の金額（ただし、通則法１１９条１項の規定によ

り１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

（ア）課税総所得金額に対する税額 ６８６８万６０００円 

 上記金額は、前記ウの課税総所得金額１億７８７０万５０００円に所得税法８９条１

項に規定する税率を乗じて算出した金額である。 

（イ）外国税額控除の額 ９５７万４８２１円 

 上記金額は、原告が平成２２年分確定申告書に記載した外国税額控除の額（乙Ａ２・

１枚目「㊲～㊳」欄）と同額である。 

（ウ）源泉徴収税額 ３０９万０２００円 

 上記金額は、原告が平成２２年分確定申告書に記載した源泉徴収税額（乙Ａ２・１枚

目「㊴」欄）と同額である。 

オ 納付すべき税額 ５１０４万２９００円 

 上記金額は、前記エの申告納税額５６０２万０９００円から、原告が平成２２年分確定

申告書に記載した予定納税額４９７万８０００円（乙Ａ２・１枚目「㊶」欄）を控除した

後の金額である。 

２ 原告に係るＡ社の課税対象留保金額の算定 

 Ａ社の「Auditor's Long-form Report relating to Draft Annual Report for 2009」（乙Ａ

３。以下「平成２１年１２月期年次報告書」という。）及び同社の「Tax statements for the 

assessment year 2009」（乙Ａ４。以下「平成２１年１２月期税務申告書」という。）などを基

にして算定した、本件各事業年度における原告に係る同社の課税対象留保金額は、以下のとお

りである。 

（１）平成２１年分 

ア Ａ社の「未処分所得の金額」（別表３「⑮」欄） ５９９８万８４９１ＤＫＫ 

 上記金額は、措置法４０条の４第２項２号の規定により、措置法施行令２５条の２０第

１項（平成２１年政令第１０８号による改正前のもの。以下同じ。）の規定に基づき、Ａ社

の平成２０年１２月期の決算に基づく所得の金額５４１２万２２４１ＤＫＫ（別表４「⑪」

欄及び別表３「①」欄）に係る同法施行令３９条の１５第１項１号に掲げる金額（当該所

得の金額に次の（ア）の加算項目の金額を加算した金額）及び次の（ウ）の納付する法人

所得税の額（同項２号に掲げる金額）の合計額である。 

（ア）加算項目（別表３「⑦」欄）の金額 ４６４万１２５０ＤＫＫ 

 上記金額は、次のａないしｄの各金額の合計額である。 

ａ 本件各子会社の株式に係る評価損の損金不算入額（別表３「②」欄） 

 ２１３万８５７３ＤＫＫ 

 上記金額は、Ａ社が、平成２０年１２月期の決算において計上した次の（ａ）及び

（ｂ）の各子会社（以下、Ａ社の子会社を総称して「本件各子会社」という。）の株式

に係る評価損の額の合計額であるところ、原告は、平成２１年分確定申告書に、法人

税法３３条２項（平成２１年法律第１３号による改正前のもの。以下同じ。）に準じて、

当該評価損の額を損金算入することにつき、措置法施行令２５条の２０第７項（平成
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２１年政令第１０８号による改正前のもの。以下同じ。）に規定する「損金算入に関す

る明細書」の添付をしておらず、また、その添付がなかったことにつきやむを得ない

事情があったとも認められないから、同条１項及び同法施行令３９条の１５第１項１

号（平成２１年政令第１０８号による改正前のもの。以下同じ。）に掲げる金額の計算

上、上記金額を損金の額に算入しない。 

（ａ）Ｇ社の株式に係る評価損の額（別表３「ア」欄） 

 ２０３万０２４０ＤＫＫ 

 上記金額は、Ａ社の子会社であるＧ社の株式に係る評価損の金額（別表４「ｈ」

欄）である。 

（ｂ）Ｈ社の株式に係る評価損の額（別表３「イ」欄） １０万８３３３ＤＫＫ 

 上記金額は、Ａ社の子会社であるＨ社の株式に係る評価損の額であり、別表４「ｉ」

欄の９万０３９３ＤＫＫに、本件各子会社に係る利益持分の金額（５９４８万９０

６０ＤＫＫ・別表４「ｆ」欄）の計算上控除された１万７９４０ＤＫＫを加算した

金額である。 

ｂ 本件各子会社の債権に係る貸倒引当金の繰入額の損金不算入額（別表３「③」欄） 

 ２３０万ＤＫＫ 

 上記金額は、Ａ社が、平成２０年１２月期の決算において計上したＧ社に対する債

権に係る貸倒引当金の繰入額（別表４「ａ」欄）であるところ、原告は、平成２１年

分確定申告書に、法人税法５２条１項又は２項（平成２２年法律第６号による改正前

のもの。後記（２）ア（ア）ｂにおいて同じ。）の規定に準じて、当該繰入額を損金算

入することにつき、措置法施行令２５条の２０第７項に規定する「損金算入に関する

明細書」の添付をしておらず、また、その添付がなかったことにつきやむを得ない事

情があったとも認められないから、同条１項及び同法施行令３９条の１５第１項１号

に掲げる金額の計算上、上記金額を損金の額に算入しない。 

ｃ Ｓ社等の株式に係る評価損の損金不算入額（別表３「④」欄） 

 １７万５３０７ＤＫＫ 

 上記金額は、Ａ社が、平成２０年１２月期の決算において計上したＳ及びＴ（以下、

併せて「Ｓ社等」という。）に係る株式の評価損の額（別表４「ｐ」欄）であるところ、

原告は、平成２１年分確定申告書に、法人税法３３条２項に準じて、当該評価損の額

を損金算入することにつき、措置法施行令２５条の２０第７項に規定する「損金算入

に関する明細書」の添付をしておらず、また、その添付がなかったことにつきやむを

得ない事情があったとも認められないから、同条１項及び同法施行令３９条の１５第

１項１号に掲げる金額の計算上、上記金額を損金の額に算入しない。 

ｄ 本件車両に係る減価償却費の超過額（別表３「⑥」欄） ２万７３７０ＤＫＫ 

 上記金額は、Ａ社が平成２０年１２月期の決算において計上した次の（ａ）の減価

償却費の額５万１０００ＤＫＫ（別表４「ｄ」欄）のうち、法人税法３１条１項（平

成２３年法律第１１４号による改正前のもの。後記（２）ア（ア）ｄにおいて同じ。）

の規定に基づき計算した次の（ｂ）の償却限度額２万３６３０ＤＫＫを超える部分の

金額であり、同項の規定により、措置法施行令２５条の２０第１項及び同法施行令３

９条の１５第１項１号に掲げる金額の計算上、損金の額に算入しない。 
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（ａ）本件車両に係る減価償却費の額 ５万１０００ＤＫＫ 

 上記金額は、Ａ社が、平成２０年９月２３日に、１７万ＤＫＫで取得した車両（車

種アウディ、以下「本件車両」という。）に係る減価償却費の額（別表４「ｄ」欄）

である。 

（ｂ）本件車両に係る償却限度額 ２万３６３０ＤＫＫ 

 上記金額は、本件車両の取得価額１７万ＤＫＫにつき、法人税法３１条１項所定

の計算方法に基づき算定された償却限度額であり、当期の所得の金額の計算上損金

の額に算入する金額である。 

（イ）減算項目（別表３「⑪」欄） ０ＤＫＫ 

（ウ）納付する法人所得税の額（別表３「⑫」欄） １２２万５０００ＤＫＫ 

イ Ａ社の「適用対象留保金額」（別表３「⑱」欄） ５５４８万８４９１ＤＫＫ 

 上記金額は、措置法施行令２５条の２１第１項の規定に基づき、前記アのＡ社の「未処

分所得の金額」５９９８万８４９１ＤＫＫから、平成２０年１２月期を剰余金の配当等の

支払に係る基準日の属する事業年度（以下「基準事業年度」という。）とする剰余金の配当

等の額４５０万ＤＫＫ（別表３「⑰」欄）を控除した後の金額である。 

ウ Ａ社の「調整適用対象留保金額」（別表３「⑳」欄） ５５４８万８４９１ＤＫＫ 

 上記金額は、Ａ社の平成２０年１２月期において、措置法施行令２５条の２０第４項１

号ロ及びハに掲げる金額がないことから、前記イと同じ金額となる。 

エ 原告に係るＡ社の「課税対象留保金額」（別表３「㉒」欄） 

 ５５４８万８４９１ＤＫＫ 

 上記金額は、平成２０年１２月期終了の時において、原告がＡ社の発行済株式を１００

パーセント保有していたことから、前記ウと同じ金額となる。 

オ 原告の雑所得に係る総収入金額に算入すべき金額（別表３「㉔」欄） 

 ９億２５５４万８０２９円 

 上記金額は、前記エの課税対象留保金額５５４８万８４９１ＤＫＫに、租税特別措置法

関係通達（平成２１課法２－５による改正前のものをいう。以下「措置法通達」という。）

における措置法６６条の６関係（乙Ａ５）の６６の６－１４の定めに則して、Ａ社の平成

２０年１２月期終了の日の翌日から２月を経過する日である平成２１年２月２７日（ただ

し、当該２月を経過する日の為替相場がないため、同日前の最も近い日）における、１Ｄ

ＫＫ当たりの対顧客直物電信売相場と対顧客直物電信買相場の仲値（以下「ＴＴＭレート」

という。）１６．６８円（乙Ａ６の１）を乗じて算出した金額（ただし、１円未満の端数を

切り捨てた後のもの）である。 

（２）平成２２年分 

ア Ａ社の「未処分所得の金額」（別表３「⑮」欄） １０２４万８３３８ＤＫＫ 

 上記金額は、措置法４０条の４第２項２号の規定により、措置法施行令２５条の２０第

１項の規定に基づき、Ａ社の平成２１年１２月期の決算に基づく所得の金額８７４万９２

１９ＤＫＫ（別表４「⑪」欄及び別表３「①」欄）に係る同法施行令３９条の１５第１項

１号に掲げる金額（当該所得の金額に、次の（ア）の加算項目の金額を加算し、次の（イ）

の減算項目の金額を控除した後の金額）から、次の（ウ）の還付を受ける法人所得税の額

を控除した額である。 
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（ア）加算項目（別表３「⑦」欄） ２８３万６３８３ＤＫＫ 

 上記金額は、次のａないしｄの各金額の合計額である。 

ａ 本件各子会社の株式に係る評価損の損金不算入額（別表３ 「②」欄） 

 ４５万０００１ＤＫＫ 

 上記金額は、Ａ社が、平成２１年１２月期の決算において計上した子会社「Ｕ株式

会社」（以下「Ｕ社」という。）の株式に係る評価損の額（別表４「ｊ」欄）であると

ころ、原告は、平成２２年分確定申告書に、法人税法３３条２項に準じて、当該評価

損の金額を損金算入することにつき、措置法施行令２５条の２０第７項に規定する「損

金算入に関する明細書」の添付をしておらず、また、その添付がなかったことにつき

やむを得ない事情があったとも認められないから、同条１項及び同法施行令３９条の

１５第１項１号に掲げる金額の計算上、上記金額を損金の額に算入しない。 

ｂ 本件各子会社の債権に係る貸倒引当金の繰入額の損金不算入額（別表３「③」欄） 

 ２３６万５４８０ＤＫＫ 

 上記金額は、Ａ社が、平成２１年１２月期の決算において計上した次の（ａ）及び

（ｂ）の各子会社に対する債権に係る貸倒引当金の繰入額（別表４「ａ」及び「ｂ」

欄）の合計額であるところ、原告は、平成２２年分確定申告書に、法人税法５２条１

項又は２項の規定に準じて、当該繰入額を損金算入することにつき、措置法施行令２

５条の２０第７項に規定する「損金算入に関する明細書」の添付をしておらず、また、

その添付がなかったことにつきやむを得ない事情があったとも認められないから、同

条１項及び同法施行令３９条の１５第１項１号に掲げる金額の計算上、上記金額を損

金の額に算入しない。 

（ａ）Ｇ社に対する債権に係る貸倒引当金の繰入額（別表３「エ」欄） 

 ４８万３４８２ＤＫＫ 

（ｂ）Ｕ社に対する債権に係る貸倒引当金の繰入額（別表３「オ」欄） 

 １８８万１９９８ＤＫＫ 

ｃ 交際費等の損金不算入額（別表３「⑤」欄） １０７１ＤＫＫ 

 上記金額は、Ａ社が平成２１年１２月期の決算において計上した交際費の額１５１

５ＤＫＫ（別表４「ｃ」欄）のうち、措置法６１条の４第１項に規定する交際費等に

該当しない飲食費の額４４４ＤＫＫ（Ｇ社のバス事業に係る接待費。甲Ａ３の１「（４）

基礎事実」のル（ロ）・１３ページ）を除いた金額であるところ、当期終了の時におけ

るＡ社の資本金の額が１億円を超えることから、措置法施行令２５条の２０第１項及

び同法施行令３９条の１５第１項１号に掲げる金額の計算上、上記金額を損金の額に

算入しない。 

ｄ 減価償却費の超過額（別表３「⑥」欄） １万９８３１ＤＫＫ 

 上記金額は、Ａ社が平成２１年１２月期の決算において計上した本件車両に係る減

価償却費の額１万９８３１ＤＫＫ（別表４「ｄ」欄）であるところ、同社は平成２１

年１２月期中に本件車両を売却し、同期末に減価償却資産を有していないため、法人

税法３１条１項の規定により、措置法施行令２５条の２０第１項及び同法施行令３９

条の１５第１項１号に掲げる金額の計算上、損金の額に算入しない。 

（イ）減算項目（別表３「⑪」欄） ７０万１８３３ＤＫＫ 
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 上記金額は、次のａないしｃの各金額の合計額である。 

ａ 本件各子会社の株式に係る評価益の益金不算入額（別表３ 「⑧」欄） 

 ５８万０４５４ＤＫＫ 

 上記金額は、Ａ社が平成２１年１２月期の決算において計上したＨ社の株式に係る

評価益の額（別表４「ｆ」欄）であり、法人税法２５条１項の規定により、措置法施

行令２５条の２０第１項及び同法施行令３９条の１５第１項１号に掲げる金額の計算

上、益金の額に算入しない。 

ｂ Ｓ社等の株式に係る評価益の益金不算入額（別表３「⑨」欄） 

 ７万４１７８ＤＫＫ 

 上記金額は、Ａ社が平成２１年１２月期の決算において計上したＳ社等の株式に係

る評価益の額（別表４「ｐ」欄）であり、法人税法２５条１項の規定により、措置法

施行令２５条の２０第１項及び同法施行令３９条の１５第１項１号に掲げる金額の計

算上、益金の額に算入しない。 

ｃ 本件車両に係る売却損の損金算入額（別表３「⑩」欄） ４万７２０１ＤＫＫ 

 上記金額は、本件車両に係る次の（ａ）の金額から（ｂ）の金額を控除した後の金

額であり、措置法施行令２５条の２０第１項及び同法施行令３９条の１５第１項１号

に掲げる金額の計算上、損金の額に算入する。 

（ａ）本件車両に係る売却損の額 ８万１３７０ＤＫＫ 

 上記金額は、本件車両につき、Ａ社の平成２０年１２月期末現在の帳簿価額１４

万６３７０ＤＫＫ（取得価額１７万ＤＫＫから前記（１）ア（ア）ｄ（ｂ）の償却

限度額２万３６３０ＤＫＫを控除した後の価額）から、売却価額６万５０００ＤＫ

Ｋを控除した後の金額である。 

（ｂ）Ａ社が平成２１年１２月期の決算において計上した本件車両に係る売却損の額（別

表４「ｅ」欄） ３万４１６９ＤＫＫ 

（ウ）還付を受ける法人所得税の額（別表３「⑬」欄） ６３万５４３１ＤＫＫ 

イ Ａ社の「適用対象留保金額」（別表３「⑱」欄） ６２４万８３３８ＤＫＫ 

 上記金額は、措置法施行令２５条の２１第１項の規定に基づき、前記アのＡ社の「未処

分所得の金額」１０２４万８３３８ＤＫＫから、平成２１年１２月期を基準事業年度とす

る剰余金の配当等の額４００万ＤＫＫ（別表３「⑰」欄）を控除した後の金額である。 

ウ Ａ社の「調整適用対象留保金額」（別表３「⑳」欄） ６２４万７２６７ＤＫＫ 

 上記金額は、前記イのＡ社の「適用対象留保金額」６２４万８３３８ＤＫＫから、措置

法施行令２５条の２１第２項の規定に従い、同法施行令２５条の２０第４項１号ハに該当

する金額１０７１ＤＫＫ（同条１項の規定により所得の金額の計算上損金の額に算入され

なかったため前記アの「未処分所得」の金額に含まれた金額。別表３「⑲」欄）を控除し

た後の金額である。 

エ 原告に係るＡ社の「課税対象留保金額」（別表３「㉒」欄） 

 ６２４万７２６７ＤＫＫ 

 上記金額は、平成２１年１２月期終了の時において、原告がＡ社の発行済株式を１００

パーセント保有していたことから、前記ウと同じ金額となる。 

オ 原告の雑所得に係る総収入金額に算入すべき金額（別表３「㉔」欄） 
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 １億０１７６万７９７９円 

 上記金額は、前記エの課税対象留保金額６２４万７２６７ＤＫＫに、措置法通達６６の

６－１４の定めに則して、Ａ社の平成２１年１２月期終了の日の翌日から２月を経過する

日である平成２２年２月２６日（ただし、当該２月を経過する日の為替相場がないため、

同日前の最も近い日）における、１ＤＫＫ当たりのＴＴＭレート１６．２９円（乙Ａ６の

２）を乗じて算出した金額（ただし、１円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

３ 本件各更正処分の適法性 

 被告が本訴において主張する原告の本件各係争年分の所得税の納付すべき税額は、前記１

（１）オ及び（２）オのとおり、平成２１年分につき３億８１５０万３５００円、平成２２年

分につき５１０４万２９００円であるところ、本件更正処分１に係る納付すべき税額３億７４

７６万８３００円（甲Ａ１の１・５枚目別表「Ⓑ更正後の額」の「㊱」欄参照）及び本件更正

処分２に係る納付すべき税額３４６２万９３００円（甲Ａ１の２・５枚目別表「Ⓑ更正後の額」

の「㊱」欄参照）を、それぞれ上回るから、本件各更正処分は適法である。 

４ 本件各賦課決定処分の根拠及び適法性 

 前記３のとおり本件各更正処分は適法であるところ、原告が、本件更正処分１により新たに

納付すべきこととなった税額３億６３９８万７６００円及び本件更正処分２により新たに納付

すべきこととなった税額２４２９万３６００円の計算の基礎となった事実のうちに本件各更正

処分前における税額の計算の基礎とされていなかったことについて、国税通則法６５条４項に

いう正当な理由があると認められるものはない。 

 したがって、次のとおり、本件各更正処分に伴って賦課される過少申告加算税の額は、本件

各賦課決定処分における過少申告加算税の額（甲Ａ１の１及び２・各１枚目「過少申告加算税」

欄参照）と同額となるから、本件各賦課決定処分は適法である。 

（１）平成２１年分 ５２８１万７５００円 

 上記金額は、本件更正処分１により原告が新たに納付すべきこととなった税額３億６３９

８万円（通則法１１８条３項の規定により、１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）を基

礎として、これに同法６５条１項の規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金

額及び同条２項の規定に基づき１００分の５の割合を乗じて算出した金額（甲Ａ１の１・６

枚目参照）の合計額である。 

（２）平成２２年分 ２４２万９０００円 

 上記金額は、本件更正処分２により原告が新たに納付すべきこととなった税額２４２９万

円（通則法１１８条３項の規定により、１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）を基礎と

して、これに通則法６５条１項の規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額

である。 
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別表１ 

平成２１年分更正処分の経緯等 

（単位：円） 

項目 確定申告 更正処分等 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

年月日 平成22年3月12日 平成25年2月27日 平成25年3月22日 平成25年6月19日 平成25年7月11日 平成26年7月1日 

原告主張額 被告主張額 

総所得金額 

【②＋③＋④＋⑤】 
① 97,516,018 1,007,484,960 98,775,240 98,775,240 98,775,240 1,024,323,269 

配当所得の金額 ② 81,810,000 81,810,000 81,810,000 81,810,000 81,810,000 81,810,000 

給与所得の金額 ③ 15,706,018 15,706,018 15,706,018 15,706,018 15,706,018 15,706,018 

一時所得の金額 ④ 0 1,259,222 1,259,222 1,259,222 1,259,222 1,259,222 

内
訳 

雑所得の金額 ⑤ 0 908,709,720 0 0 0 925,548,029 

所得控除の額の合計額 ⑥ 1,550,389 1,550,389 1,550,389 1,550,389 1,550,389 1,550,389 

課税総所得金額 ⑦ 95,965,000 1,005,934,000 97,224,000 97,224,000 97,224,000 1,022,772,000 

課税総所得金額に 

対する税額 
⑧ 35,590,000 399,577,600 36,093,600 36,093,600 36,093,600 406,312,800 

外国税額控除の額 ⑨ 14,872,682 14,872,682 14,872,682 14,872,682 14,872,682 14,872,682 

源泉徴収税額 ⑩ 1,159,600 1,159,600 1,159,600 1,159,600 1,159,600 1,159,600 

申告納税額 

【⑧－⑨－⑩】 
⑪ 19,557,700 383,545,300 20,061,300 20,061,300 20,061,300 390,280,500 

予定納税額 ⑫ 8,777,000 8,777,000 8,777,000 8,777,000 8,777,000 8,777,000 

納付すべき税額 

【⑪－⑫】 
⑬ 10,780,700 374,768,300 11,284,300 11,284,300 11,284,300 381,503,500 

過少申告加算税の額 ⑭  52,817,500 75,000 

棄
却 

75,000 

棄
却 

75,000 52,817,500 

（注）一時所得の金額（④欄）は、所得税法２２条２項２号の規定による２分の１に相当する金額である。 
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別表２ 

平成２２年分更正処分の経緯等 

（単位：円） 

項目 確定申告 更正処分等 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

年月日 平成23年3月4日 平成25年2月27日 平成25年3月22日 平成25年6月19日 平成25年7月11日 平成26年7月1日 

原告主張額 被告主張額 

総所得金額 

【②＋③＋④】 
① 78,480,079 139,214,590 78,480,079 78,480,079 78,480,079 180,248,058 

配当所得の金額 ② 60,320,000 60,320,000 60,320,000 60,320,000 60,320,000 60,320,000 

給与所得の金額 ③ 18,160,079 18,160,079 18,160,079 18,160,079 18,160,079 18,160,079 内
訳 

雑所得の金額 ④ 0 60,734,511 0 0 0 101,767,979 

所得控除の額の合計額 ⑤ 1,542,726 1,542,726 1,542,726 1,542,726 1,542,726 1,542,726 

課税総所得金額 ⑥ 76,937,000 137,671,000 76,937,000 76,937,000 76,937,000 178,705,000 

課税総所得金額に 

対する税額 
⑦ 27,978,800 52,272,400 27,978,800 27,978,800 27,978,800 68,686,000 

外国税額控除の額 ⑧ 9,574,821 9,574,821 9,574,821 9,574,821 9,574,821 9,574,821 

源泉徴収税額 ⑨ 3,090,200 3,090,200 3,090,200 3,090,200 3,090,200 3,090,200 

申告納税額 

【⑦－⑧－⑨】 
⑩ 15,313,700 39,607,300 15,313,700 15,313,700 15,313,700 56,020,900 

予定納税額 ⑪ 4,978,000 4,978,000 4,978,000 4,978,000 4,978,000 4,978,000 

納付すべき税 

額【⑩－⑪】 
⑫ 10,335,700 34,629,300 10,335,700 10,335,700 10,335,700 51,042,900 

過少申告加算税の額 ⑬  2,429,000 0 

棄
却 

0 

棄
却 

0 2,429,000 
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別表３及び別表４ 省略 


